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この学校評価総合実施手引書【Ⅰ】は、平成 25 年度に実施された「専修学校の質保証・向上に

関する調査研究」で作成された「『専修学校における学校評価ガイドライン』に基づく学校評価マ

ニュアル(特定非営利活動法人私立専門学校等評価研究機構)」及び「専修学校における学校評価

運用マニュアル(一般社団法人大阪府専修学校各種学校連合会)」の成果を活用し、平成 26 年度文

部科学省委託事業「職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進」において株式

会社三菱総合研究所がとりまとめた「学校評価を活かした専修学校の質保証・向上に向けて」を

基に、協会が調理師養成施設向けに作成したものです。 



学校評価には、文部科学省のガイドラインによると、｢自己評価｣、｢学校関係者評

価｣、｢第三者評価｣の三つがあります。 

教育活動及び学校運営の質保証や向上に向けて、平成 19 年の学校教育法の改正に

より、ほとんどの調理師養成施設において｢自己評価｣の実施・公表は義務、｢学校関

係者評価｣の実施・公表は努力義務と位置付けられました。法令上義務付けられてい

る｢自己評価｣の実施・公表については、確実に実行されなければなりません。 

また、｢第三者評価｣については、大学・短大を除き法令上任意となっていますが、

専修学校における職業実践専門課程の創設や専門職大学・短大の開設に向けた動きな

ど、職業教育の高度化が進む中で、社会的ニーズとして、その質を客観的に担保し、

さらに向上させる必要性が高まっており、今後、高等教育の教育費負担軽減制度等に

係ってくる可能性も予想されます。 

 このような状況を踏まえ、協会は、調理師養成施設全体の質保証・向上のための学

校評価のしくみを整えることとし、各養成施設が学校評価を実施するに当たり、知っ

ておきたい事項、手順、方法、様式等のすべてを網羅した「学校評価総合実施手引書」

を作成することとしました。 

 手引書は、便宜上、ⅠとⅡに分け、Ⅰでは自己評価及び学校関係者評価について、

Ⅱでは第三者評価について、順次作成した後、最終的に一冊にまとめることとしてい

ます。 

 この度、手引書Ⅰ(自己評価・学校関係者評価)が完成しましたので、ぜひご活用く

ださい。 

 

 

 

公益社団法人 全国調理師養成施設協会 

 



 

 

 

平成 19 年度の学校教育法の改正により、ほとんどの調理師養成施設において、自己

評価は実施すべきこと、学校関係者評価は実施に努めることとなっていますが、平成

29 年 10 月に行った協会のアンケートによると、自己評価は 85％、学校関係者評価は

57％という実施率に留まっています。 

 手引書Ⅰは、こうした状況を改善し、すべての調理師養成施設において、学校評価

についての理解を深め、かつ、具体的なアクションの手助けになるよう、「専修学校に

おける学校評価ガイドライン」を基に、調理師養成分野の観点を加え、作成していま

す。なお、調理師養成施設にはさまざまな学校種がありますが、すべての学校種で活

用できるように工夫を図りました。 

以下のような作成の趣旨をご理解の上、効果的にご活用ください。 

 

■自己評価と学校関係者評価を実施するに当たっての“ポイント集”です 

 本書は、「自己評価のやり方に自信がない」「学校関係者評価にまで手が回らない」

といった、何から始めたらよいかわからない、あるいは、このやり方で良いのかと悩

んでいる方々を含め、すべての調理師養成施設を対象に作成しています。自己評価や

学校関係者評価を効果的に行うためのポイントや流れなどを、先駆的に取り組んでい

る学校の事例を交えながら紹介しています。 

 

■唯一の答えを示すものではありません 

 学校評価の方法は、学校によってさまざまです。スケジュール、実施体制、評価項

目、学校関係者評価委員の人数・構成などに決まった方法はなく、これらは学校の実

情に応じ、自主性を重んじるものです。 

本書に示す考え方や視点、ヒントは、学校評価を効果的に行うために重要なポイ

ントですが、唯一の答えではありません。掲載した事例についても、参考になると思

われるものですが、必ずしも事例と同様の取り組みを求めるものではありません。 

一度、各校における取り組みのサイクルを確立させれば、２回目以降の負担は大

幅に軽減されることが、多くの実証校から示されています。学校の状況を踏まえ、

“できるところから始めていく”という意識を持って進めてください。  
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１章 ２章 ３章 ４章 5 章 

 

６章 

学校評価の目的と効果 

 

1章 学校評価の目的と効果 

 

 教育活動や学校運営の高度化に向けて 

◼ 調理師養成施設を取り巻く環境は、下図のように変化しています。こうした中、学校評

価を通じ、自校の教育活動や学校運営を継続的に点検・改善し、調理師養成施設として

質保証・向上を図ることは、社会の変化に対応するに当たり非常に有効です。 

◼ また、学校評価の結果の公表を通じ、学校の特色や透明性を対外的にアピールすること

は、同じく教育活動や学校運営の改善において、協力可能なステークホルダーを増や

し、その関係を深めるに当たっても非常に有効です。 

 

 

  

調理師養成施設における教育環境等の変化

•職業実践専門課程や専門職大学の開設など、職業教育の高度化

•就学人口の減少

•留学生の増加

•卒業生の雇用環境の変化（飲食業界の深刻な人手不足）

企業等をめぐる状況

•技術の急速な進展やグローバル化

•産業構造の変化に伴う労働力需給の不均衡

•企業内教育・訓練の縮小

•終身雇用など、従来の雇用慣行の変化

働く人々をめぐる状況

•求められる知識・技能の高度化・拡大

•生涯にわたるスキルアップの要請

•外国人労働者の受け入れに係る規制緩和の動き

若者をめぐる状況

•職業的自立をめぐる問題（ニート・フリーター等）

•非正規雇用の割合の高さ

•中退・不登校等の問題（進学ミスマッチ）

学
校
評
価
を
通
じ
た
課
題
抽
出
・対
応
策
の
立
案
と
実
施

少子化における志願者確保につながる学生
募集、教育活動の改善

厳しい労働環境下における離職率の低減に
係る教育活動の策定

きめ細かい学生対応による退学率の減少

グローバル化や産業構造変化に対応した教
育活動の充実

生涯学習や職業訓練ニーズに対応した新た
な教育機会の提供

…等
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１章 ２章 ３章 ４章 5 章 

 

６章 

学校評価の目的と効果 

 学校評価の目的、期待される取り組みと効果 

学校評価の目的として、｢学校評価ガイドライン｣に次の３点が示されています。 

 

１ 各学校が、自らの教育活動その他の学校運営について、目指すべき目標を設定し、その達成状

況や達成に向けた取組の適切さ等について評価することにより、学校として組織的・継続的な改

善を図ること。 

 

２ 各学校が、自己評価及び保護者など学校関係者等による評価の実施とその結果の公表・説明

により、適切に説明責任を果たすとともに、保護者、地域住民等から理解と参画を得て、学校・

家庭・地域の連携協力による学校づくりを進めること。 

 

３ 各学校の設置者等が、学校評価の結果に応じて、学校に対する支援や条件整備等の改善措

置を講じることにより、一定水準の教育の質を保証し、その向上を図ること。 

 

(「学校評価ガイドライン」：平成 28 年，文部科学省より) 

 

 

◼ 学校評価は、当該校において必要度・緊急度の高い活動や教育効果の高い活動を見極

め、限られた時間や人員をどこに投入するかを判断する上で、重要な役割を果たすもの

です。学校評価の実施を通じて、今、学校として組織的に、重点的に取り組むべきこと

は何かを把握し、その伸長・改善に取り組むようになることを目指します。 

 

◼ 学校評価は、あくまでも学校運営の改善による教育水準の向上を図るための手段であ

り、それ自体が目的ではありません。学校評価の実施そのものが目的化してしまわない

よう、地域等の実情も踏まえた実効性のある学校評価を実施していくことが何よりも

重要であると考えます。 
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１章 ２章 ３章 ４章 5 章 

 

６章 

学校評価の目的と効果 

 

自己評価や学校関係者評価に取り組むことで、以下のような効果が期待できます。 

 

 

 

■評価結果が具体的な改善活動につながる！ 

➢ 学校評価の実施は、学校にとって一定の負担になるほか、評価結果の中には、耳の痛い指

摘や実態も浮かび上がってくるが、これを直視し改善方策を検討することで、よりよい教育環

境づくりが実現できる 

➢ 学校評価を行う中で明らかになる課題には、即時対応が可能なものもある。自己評価報告

書の完成を待たずとも、これらひとつひとつを早期に解決していくことで、継続的な学校改善

につながる 

 

 

■ステークホルダーとの関係を深め、信頼の獲得につながる！ 

➢ 自己評価報告書を学校のホームページで公表することで、入学志願者の興味や就職先等

の信頼を得ることにつながる 

➢ 自己評価報告書を中学校や高校の進路指導の教諭に渡し、進路指導の際に役立てても

らえる 

➢ 卒業生を採用する企業は、学生本人だけでなく、学生が学んだ学校にも注目する。その意

味で、学校評価の結果を実直に公表し、改善に向けた努力をしている姿勢は、採用企業か

らの信頼確保につながる 

➢ 保護者が学校関係者評価へ参加することで、自分たちの思いを学校にぶつける場が設けら

れ、さらに学校との信頼関係が深まる 

 

 

■学内での意識共有が組織の力を強める！ 

➢ 自己評価報告書の作成を通じ、現状の課題や目標を学内で共有できる 

➢ 学校評価を通じ、学内で認識が共有化されることで、従来から行っている各種の会議間の

つながりがスムーズになる 

➢ 学校評価を通じ、「何を行うか」より、「どんな成果が上がったか」を教職員が強く意識するよう

になり、アウトプット志向で教育に取り組むようになる 

➢ 教育プログラムを通じて身に付ける能力、そのためのカリキュラムの作成方針及び入学者に期

待する要件や、それぞれのつながりを深く考え活動するようになる 

➢ 取り組みの方向性が共有され、その取り組みへの“一生懸命さをはかるものさし”となる 
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１章 ２章 ３章 ４章 5 章 

 

６章 

学校評価の目的と効果 

 

 

 参考 学校評価の実態調査結果 

⚫ 自己評価を実施した学校のうち、「自己評価結果は学校改善に役立つ」と感じる学校は全体の

90％に達しています。 

 
自己評価結果は学校改善に役立つと感じていますか 

27%

63%

1%
0%

8%

1%

大いに役立った

ある程度役立った

余り役に立たなかった

まったく役に立たなかった

現状では判断できない

（どちらともいえない）
その他

 
自己評価を行った成果として考えられるものを選んでください 
                                                     (校) 

811

596

753

600

278

105

36

137

103

13

0 200 400 600 800 1000

次年度の学校改善の取組みの参考になった

「全教職員の課題に対する共通理解が推進された

改善点が明確になった

教職員の改善への意識が喚起された

学生・生徒・保護者の意識が把握できた

保護者との連携が促進された

地域との連携が促進された

学生・生徒の学力の向上につながった

学生・生徒の意識が変化した

その他

（「専修学校の質保証・向上に資する取組の実態に関する調査研究事業」， 

平成 24 年 3 月，社団法人 東京都専修学校各種学校協会より) 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

学校評価の流れとポイント 

 

2章 学校評価の流れとポイント 

 

 学校評価の種類 

 学校評価には、「自己評価」「学校関係者評価」「第三者評価」の３種類があり、それぞ

れ、位置付けや実施上のポイントなどが異なります。それぞれの違いを理解した上で取り

組みましょう。 

 

学校評価の種類 狙いや主なポイント 

自己評価 

 各学校の教職員が自ら

の学校の状況について

行う評価 

 実施・公表は法律上の

義務 

狙い  評価の過程を通じ、全教職員が学校の状況や目指す

べき方向を共有する 

 結果の公表を通じ、学校の特色や透明性をアピールす

る 

ポイント  特定の担当者に委ねるのではなく、校長のリーダーシップ

のもと、組織的に取り組む 

 あらゆる項目の評価を行うのではなく、学校が設定する

重点目標に沿った評価項目を選定する※1 

 評価結果を公表し、改善につなげる 

学校関係者評価※2 

 学校が選任する学校関

係者により自己評価の

結果を評価 

 実施・公表は法律上の

努力義務 

 「職業実践専門課程」

認定校は義務 

狙い  自己評価の客観性・透明性を高める 

 評価の過程を通じ、関係者の理解と協力を得て、特色

ある学校づくりにつなげる 

ポイント  重点目標や評価項目に照らしてガイドラインを参照しつ

つ学校関係者評価委員を選任する 

 「自己評価結果や結果を踏まえた改善方策」「重点目

標や評価項目」「改善に向けた実際の取組」等の適切

性を評価する 

 限られた時間・機会で、効率的に学校の状況を理解し

てもらった上で、十分な評価につなげる 

 あくまで学校関係者が主体的に評価を行う 

第三者評価 

 学校から独立した第三

者が行う専門的評価 

 実施は任意 

狙い 

 

 専門的見地から、学校の課題や今後の対応などについ

て評価を得る 

ポイント  専門的な評価が十分に得られるよう、学校の状況をわ

かりやすく提示する 

 得られた指摘を改善につなげる 

※1：「職業実践専門課程」の認定においては、ガイドラインで示された全項目の評価が求められる。また、重点目標の設

定が難しい場合、今後の重点目標設定に役立てるため、すべての評価項目を対象に総点検を行うという考え方もある。 

※2：生徒・卒業生・業界団体等へのアンケートなどは学校関係者評価ではない(広義の自己評価の一部)。 



 

9 

 

１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

学校評価の流れとポイント 

 学校評価の学校種別法令規定状況 

調理師養成施設には次のような学校種があり、それぞれ学校評価の法令規定が異なりま

す。      

 

◎：義務 △：努力義務 ＊：任意 

(「学校評価に係る学校教育法施行規則等の一部を改正する省令」，平成19年より作成)  

 

 

学校種 自己評価 学校関係者評価 第三者評価 

高等学校 ◎ △ ＊ 

各種学校 ◎ △ ＊ 

高等専修学校 ◎ △ ＊ 

専門学校 ◎ △ ＊ 

 職業実践専門課程 ◎ ◎ ＊ 

大学・短期大学 ◎ ＊ ◎ 

短期大学校(職業訓練法人) ＊ ＊ ＊ 

ステップアップ！ 積極的な取り組みも 

現在の法令では上記のように規定されていますが、今後変わる可能性も考えられます。 

学校種によって、努力義務・任意となっている評価についても、長期的な視野に入れて積極

的に取り組んでもよいでしょう。 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

学校評価の流れとポイント 

 

  

参考 専門学校「職業実践専門課程」における認定要件と学校評価 

⚫ 専門学校「職業実践専門課程」の認定要件は主に以下のとおりであり、学校評価に関するより詳

細な要件もあります。次のステップとして「職業実践専門課程」の認定を目指す専門学校において

は、これらの要件をしっかり把握した上で取り組むとよいでしょう。 

項目 職業実践専門課程の認定要件 

修業年限  2 年以上 

企業等との連携による

教育課程編成 

 学校の教職員及び企業等の役員又は職員等より組織される委員会や会議

(教育課程編成委員会等)を設置し、年 2 回以上開催 

 教育課程編成委員会等の意見を活用し、教育課程を編成 

企業等との連携による

実習・演習等の実施 

 企業等と協定書等や講師契約等を締結して実習・演習等を実施 

 授業内容、方法、学修成果の評価について企業等と連携 

 学修成果の評価や単位認定に当たり、実践的かつ専門的な能力評価を実施 

修了要件  全課程の修了に必要な総授業時数が 1700 単位時間以上又は総単位数

が 62 単位以上 

企業等との連携による

教員研修 

 企業等と連携し、専門分野の知識や指導力等の向上に資する組織的に位置

付けられた研修・研究機会を確保し、計画的に受講させていること 

学校関係者評価 

 

 企業等の役員又は職員その他必要な委員(保護者、卒業生等)からなる学校

関係者評価委員会を設置 

 「専修学校における学校評価ガイドライン」で掲げられた項目(本書 P.20～21

参照)について評価を実施し、その結果を公表 

企業等への情報提供  「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」で掲げられた項

目について情報提供を実施 

 ホームページ、学校要覧、パンフレット等の作成・配布、説明会等における説

明、広報誌等の刊行物への掲載などを通じて恒常的に情報提供を実施 
 

(「『専修学校の専門課程における職業実践専門課程の認定に関する規程』に関する実施要項」，文部科学省より) 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

学校評価の流れとポイント 

 全体計画・スケジュールの策定 

◼ 次頁の学校評価のスケジュール(例)を参考に、学校の事情に応じたスケジュールを設

定しましょう。 

◼ スケジュールは、学校評価の結果を、具体的にどのような検討・判断の場面で重点的に

活用したいかを想定して設定することが重要です。例えば、学校運営の改善に焦点を当

てるのであれば学校の運営・事業計画の検討時に反映できるように設定することが必

要となりますし、教育課程の改善に焦点を当てるのであれば教育課程編成の検討時に

反映できるように設定することが必要となります。 

◼ 自己評価の根拠資料となる生徒、保護者、卒業生、企業等へのアンケートなどを評価年

度内に収集することが難しいと判断される場合は、前年度のデータを使う考え方もあ

ります(特に後期分の授業アンケート等)。 

◼ また、年度末にならないと確定しない財務情報や進路情報などを必要とする場合は、評

価時点での実績値や見込値などを使う方法もあります。 

◼ 生徒アンケート結果など、評価の過程で収集・整理した評価の根拠資料は、最終的な評

価結果の公表に先立ち公表することで、タイムリーな情報提供が可能になります。 

◼ 評価結果の活用や公表は、必ずしも自己評価報告書や学校関係者評価報告書が完成し

てからのみ行う必要はありません。むしろ、評価の過程で明らかになった課題や必要な

対応策を、タイムリーに学内の会議に提示し、即時の改善を図ったり、学生募集や就職

活動のタイミングに合わせて部分的にでも志願者、保護者、企業等に示していくことが

実質的な活用につながります。 

◼ 学校評価は、１年単位の PDCA サイクルを継続的に行うことで、徐々に精度が上がり、

好循環が続くスパイラルアップを図ることができます。 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

学校評価の流れとポイント 

● 学校評価のスケジュール(例) 

(「『専修学校における学校評価ガイドライン』に基づく学校評価マニュアル」， 

特定非営利活動法人 私立専門学校等評価研究機構より) 

月 学校の動き 自己評価 学校関係者評価 

 

3月 

 

 

4月 

 

 

5月 

 

 

 

 

 

10月 

 

11月 

 

 

1月 

 

 

2月 

 

 

 

3月 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育目標の設定 

事業計画策定 

入学式 

新入生ガイダンス

新年度授業開始 

教育課程編成検討 

教育課程決定 

 

推薦入試開始 

 

来年度計画策定 

予算決定 

前年度事業報告 

決算作成 

 

オープンキャンパス

学校説明会 

重点目標の設定 

評価項目の作成 

スケジュール策定 

教育活動 

日常的な点検 

授業評価等調査 

中間自己評価 

改善方策の実施 

最終自己評価 

重点目標達成状況 

項目ごとの総合評価 

成果/課題分析 

次年度重点目標 

教育計画への反映 

自己評価結果公表 

評価委員の選任 

第 1回会議 

評価委員学校訪問 

一般入試開始 

 

学校関係者評価 

結果公表 

第２回会議 

第３回会議 

Plan 

Do 

Check 

Action 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

自己評価を生かすために 

 

3章 自己評価を生かすために 

 

 自己評価のポイント 

 

自己評価とは？   

自己評価は、各学校の教職員が、自校の理念・目的に照らして、自らの教育活動やその他の学

校運営の状況について把握・分析し、評価を行うものです。実施と結果の公表が法令で義務付け

られています。 

 

誰がやるの？   

校長のリーダーシップのもと、特定の教職員だけでなく、全教職員が参画しながら実施することが重

要です。 

 

どうやるの？   

⚫ 評価を実施する前提として、学校経営方針などに基づいて、具体的に学校の重点目標を定

めることが大切です。 

⚫ 評価の実施に際しては、重点目標に照らして、具体的な評価項目を設定し、併せて具体的

な評価方法(必要な情報の収集・分析方法を含む。)を決定します。 

⚫ 評価項目と評価方法が決まったら、それらに沿って必要な情報を収集・分析していきます。 

⚫ 必要な情報を収集・分析したら、そこから学校のよいところと改善すべきところを明らかにし、評

価結果としてまとめます。 

⚫ 評価のための評価にならないように、評価結果は、各学校の教育活動や学校運営の改善に

役立てることが重要です。 

⚫ 評価結果は広く公表しなければなりませんが、改善方策等も併せて公表することが効果的で

す。 

 

※ これらは典型的な実施手順であり、まずは各学校の実情に即して、できることから取り組んでみることが大切です。 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

自己評価を生かすために 

  

自己評価の基本的な流れ   

⚫ 自己評価の実施に当たっては、事前の準備段階として、学校評価に向けた校内の組織体制

づくり、学校としての重点目標の設定、並びに重点目標に照らした評価項目の設定を行いま

す。 

⚫ 準備ができたら、評価方法を決定して必要な情報を実際に収集・分析し、それに基づき学校

のよい点や改善点を明らかにして評価結果としてまとめます。 

⚫ 評価結果は、今後の経営や教育活動の改善に反映するとともに、広く公表します。 

 

 

 

 

※各実施事項の詳細な内容や事例については、各ボックス右下の節番号で詳述 

※自己評価の実施スケジュールは、p.12「学校評価のスケジュール(例)」参照 

 

 

  

学校評価のための
校内組織体制を整備

学校経営方針などに基づき
重点目標を設定

重点目標に照らして
評価項目と評価方法を決定

評価に必要な情報を収集

収集した情報を検証・分析
（学校のよい点・改善点を明らかに）

評価結果の活用・公表

⇒ 3.2 ⇒ 3.2

⇒ 3.2

⇒ 3.3

⇒ 3.3

⇒ 3.4
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

自己評価を生かすために 

 

 評価の準備 

 

（１）組織体制の整備 

◼ 有意義な自己評価を実施するためには、しっかりとした校内組織体制を作ることが大

切です。 

◼ とりわけ、自己評価の趣旨や意義を踏まえると、校長がリーダーシップを発揮し、一部

の教職員だけでなく全教職員の参加を得ながら、全学的な活動として取り組んでいく

ことが求められます。 

◼ 具体的な組織体制としては、例えば意思決定者及び責任者としての校長のもとに、学校

評価のための実務リーダー(担当教職員)を配置し、自己評価に必要な情報を事務局長

や学科長を通じて関係各所から集約して検証する、といった形が考えられます。 

◼ また、学科長や進路担当責任者等から構成される自己評価のための組織体(評価委員

会)を設置し、当該委員会を通じて各教職員への協力依頼や意見集約等を展開するとと

もに、集約した情報の分析や報告書の作成を主導することも、一つのモデルとして想定

されます。 

◼ 自己評価を検証した結果について全教職員にフィードバックする場を設け、検証のプ

ロセスや現状の課題と改善のための行動計画を共有できる体制を整えるとよいでしょ

う。 

 

ヒント！ 学校評価に伴う負担軽減のために 

学校評価を実施するための組織体制を作る上で、大きな課題として指摘されるのが教職員の負

担です。とりわけ、特定の教職員が通常業務を行いながら学校評価担当者の任も担うことにな

ると、その負担が非常に大きくなることは言うまでもありません。 

これに対しては、例えば以下のような対策を通じて負担軽減を図ることが考えられます。 
 

⚫ 特定の教職員に学校評価関連業務をすべて任せるのではなく、校長の差配のもとで、複数

の教職員(理想としては全教職員)で必要な業務を分担する。 

⚫ 評価のためのアンケート等は、外部の専門機関や専門家等に委託する。 

⚫ 学校評価に必要な情報については、毎年度一から集めて手作業で集約する必要をなくすべ

く、アンケートの調査票や集計プロセスの標準化を推進する。 

⚫ 校内の情報共有を容易にするためのイントラネットを整備する。 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

自己評価を生かすために 

 

ヒント！ 自己評価委員会のモデル 

⚫ 学内における自己評価体制については、ガイドラインで示されたとおり、校長のリーダーシップ

のもとで組織構成(自己評価委員会の設置)し、学校全体としての取り組み・情報の共有

化を図ることが重要です。 

⚫ また、自己評価委員会の設置に当たっては、関係教職員が参画することとなりますが、概ね

以下の教職員が参画すべきと考えられます。 

 
 

(「専修学校における学校評価運用マニュアル」，一般社団法人大阪府専修学校各種学校連合会より一部改変) 

 

※上記は例示であり、各学校の組織規模・体制によって効果的な組織作りが必要 

※上記は例示であり、各学校の組織規模・体制によって効果的な組織作りが必要 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

自己評価を生かすために 

 

事例 3名の評価担当者を核に、全教職員参加型の意見集約を展開 

A 校では、校長の指示・監督のもと、学校評価担当の職員を 3 名配置し、評価方法の

検討や結果のとりまとめ等を主導している。ただし、できるだけ全学的な活動となるよう、

評価項目の設定時、評価結果の解釈を行う際、学校関係者評価委員会に資料を提

示する前の段階等、学校評価のさまざまなプロセスにおいて全教職員に対して意見を照

会し、その結果を集約しながら進めている。また、財務情報やコンプライアンスに関わる情

報を扱う際には、校長を通じて理事会に働きかけ、必要な情報提供等の便宜をとりつけ

ている。 

 

 

事例 総務部が中心となり、各部署の自己評価結果を検証 

B 校では、校長の指示・監督のもと、総務部が中心となり自己評価委員会を設置。「専

修学校における学校評価ガイドライン」の自己評価項目に合わせて、自己評価を実施し

ている。評価項目ごとに担当部署・学科に振り分け、それぞれの自己評価結果の妥当性

を、自己評価委員会で検証し、取りまとめている。 

 

 

 

校長

学校評価
担当

（教職員）

他の
全教職員

指示・監督 報告・協議

依頼・照会 協力・意見

校長

評価
委員会

(総務部が
中心)

指示・監督 報告・協議

キャリアセンター学務A学科

依頼・照会 協力・意見

B学科 C・D…
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

自己評価を生かすために 

（２）重点目標の設定 

◼ 学校の組織体制や活動を継続的に点検・改善していくためには、前提として明確な重点

目標を各学校が掲げ、全教職員の間で共有し、それに沿って具体的な活動を展開してい

くことが大切です。 

◼ 重点目標を設定する際には、建学の精神や教育理念、経営方針等を踏まえ、前年度の学

校評価結果や現在の学校の状況(強みや課題)等を勘案しながら、検討していくことが

基本と考えられます。 

 

事例 重点目標例 

各学校が設定する重点目標は多種多様であり、例えば以下のように教育目標に照らし

て定める。 

 

ステップアップ！ 無理のない重点目標設定と学校評価の適用 

学校評価を実施する上で、前提となる重点目標を明確に設定することは、非常に重要

です。一方で、実際の学校運営を行う中で、必ずしも学校評価のサイクルと重点目標の

想定期間が一致するとは限りません。こうした状況に対し、学校評価のサイクルに合わせ

て重点目標を設定することに固執すると、学校の改善に向けて必ずしも有意義でない目

標となってしまう恐れがあります。これらを踏まえ、重点目標については学校の実情に即し

てさまざまな想定期間の中で設定し、そのうち学校評価のサイクルに合致するものを、学

校評価というツールを使って検証していく、という方針で検討することも一案です。 

 

ステップアップ！ 重点目標以外の項目についても、学校評価で総点検 

学校評価は、学校の取り組みを総点検するための絶好の機会でもあります。そこで、学

校の教育理念や経営目標は念頭に置きつつも、あえて重点目標を絞り込み過ぎず、幅

広く学校の活動を対象として点検・評価を行い、改善に結び付けていくという選択肢もあ

り得るでしょう。 

教育目標

重点目標①

•業界のニーズに合った実践的な授業により、確かな調理技術の修得を目指す

重点目標②

•安全、安心な料理を提供できる衛生管理能力を身に付ける

重点目標③

•キャリア教育の充実を図るためのカリキュラムを構築し、推進する

職業人としての人格と調理技術を兼ね備えた調理師を養成する
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

自己評価を生かすために 

  

参考 重点目標の設定 

⚫ 重点目標の設定は、前年度の学校評価の結果、改善方策やさまざまなアンケート結果に基づき、

その年度で取り組むべき事項、学校としての強みや特色、解決を目指す課題等から設定します。 

(「専修学校における学校評価ガイドライン」に基づく学校評価マニュアル， 

特定非営利活動法人 私立専門学校等評価研究機構より一部改変) 

●自校の重点目標は？ 

 

１ 

                                                              

２ 

                                                          

３ 

                                                          

教育目標 

育成人材像 

伸ばしたい学校の特色 

前年度の評価結果 

設置法人の方針 

定性的達成目標 

・授業方法改善 

・組織体制の改善 

・相談体制の整備など 

定量的達成目標 
・出願率 
・就職率 
・中途退学率など 

実習先等からの意見 

保護者からの意見 

授業評価結果 
学生の意見 

重 
点 

目 

標 

の 

設 

定 

【 目標設定例 】 

教育目標・人材

・即戦力となる調理技 

術者の育成 

現状 

・実習先からの意見 

「意思疎通など社会

が不十分」 

目標 

・社会性を身に付ける 
キャリア教育の充実 

・学外研修の充実 

・実習評価方法の改善 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

自己評価を生かすために 

（３）評価項目の設定 

◼ 重点目標を設定したら、当該目標の達成状況を把握し、その背景要因を明らかにするた

めの具体的な評価項目を設定します。 

◼ 評価項目についても、重点目標と同様に、各学校の実情に応じて設定することが基本で

す。協会では文部科学省や私立専門学校等評価機構の評価項目例を参考に、調理師養成 

中項目 具体的な評価のポイント

1-1 教育理念・目的 ① 教育理念を定め、広く周知を図っているか

② 教育目的を定め、広く周知を図っているか

③ 教育目標を設定しているか

1-2 育成人材像と関連業界の人材ニーズ ① 育成人材像が明確であり、調理業界の人材ニーズに適合しているか

2-1 運営方針・事業計画・予算 ① 運営方針・事業計画・予算を適正な手続で決定しているか

② 運営方針と事業計画を文書化し、教職員に周知･徹底しているか

③ 予算・収支計画は有効かつ妥当なものとなっているか

2-2 学校運営組織の整備 ① 学校運営組織を整備し、適正に運営しているか

② 意思決定システムを整備し、適正に運用しているか

③ 人事、給与に関する制度を整備し、適正に運用しているか

① 教育理念・目的に沿った教育課程の編成・実施方針を定めているか

② シラバスを作成しているか

③
実践的な職業教育を行う視点で社会(企業等)・地域のニーズを踏まえた特徴ある独自の教育内
容・教育方法・教材等を工夫しているか

① 規定の教育内容及び授業時間数の授業が確実に実施されているか

② 企業等と連携して実習、実技、実験又は演習等を行っているか

3-3 授業評価 ① 授業評価の実施体制を整備し、実施しているか

② 評価結果を分析し、各教員へのフィードバック、授業改善等に活用しているか

3-4 成績評価・単位認定、進級・卒業判定の
基準

① 成績評価・単位認定、進級・卒業判定の基準を明確に定め、適正に運用しているか

3-5 教職員の組織体制 ① 教育課程遂行に必要な教職員が確保されているか

② 専門分野に関する教育上の指導能力向上のための取り組みを行っているか

① 教育研究活動に関する規程を整備しているか

② 教育研究を行う環境を整備しているか

③ 教育研究成果を発表する機会を確保しているか

④ 教職員は、教育課程編成･実施の方針に基づいて教育研究活動を行っているか

⑤ 教職員の教育研究活動は、教育課程編成･実施の方針に基づいて成果を上げているか

3-7 実務に関する企業と連携した教職員研修 ① 教職員の専攻分野における実務に関する研修等を企業等と連携して組織的に行っているか

② 授業及び指導力等を修得・向上させるための研修等を企業等と連携して組織的に行っているか

① 就職率は意図している水準にあるか

② 就職率の向上を図り、取り組みの成果を上げているか

③ 就職率について結果を分析し、就職指導・支援の改善を図っているか

4-2 退学率の低減と取り組みの成果 ① 退学率は目標とする水準にあるか

② 退学率の低減を図り、取り組みの成果を上げているか

③ 退学率及び退学要因を分析し、教育活動及び学生支援の改善を図っているか

①
学生が身に付ける学力、資質・能力、養成しようとする人材像等の実現度合いを、単位等修得
状況・実技試験等から把握し、目標とする水準を保っているか

② 養成施設を卒業するまでに修得する知識・技能の到達目標があるか

③ 養成したい人材像に沿った資格の取得率の向上を図り、取り組みの成果が上げられているか

①
卒業生や就職先等の関係者に、卒業時の知識・技能の卒業後のキャリア形成への適応性、効果
などについての意見聴取を行っているか

② 卒業生や就職先等の関係者からの意見聴取の結果を教育活動の改善に活用しているか

4-5 卒業生の調理分野における社会的評価 ①
就職先等の関係者から、卒業生の活動実績及び衛生管理教育成果の実践等について意見聴取す
るなど状況把握を行っているか

② 卒業生の活動実績等を踏まえ、教育活動等の改善を図っているか

2 学校運営

3-6 教職員の資質向上を目的とした教育研究
活動

4 学修成果

4-1 調理分野における就職率の向上と取り組
みの成果

4-3 調理師養成分野の教育活動における目標
と取り組みの成果

4-4 卒業後の調理分野におけるキャリア形成
への適応性、効果

3 教育活動

大項目

1
教育理念・
目的・育成
人材像

3-1 教育理念、目的に沿った教育課程の編
成・実施方針

3-2 調理師養成分野における実践的な職業教
育の実施
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

自己評価を生かすために 

 

施設としての評価項目例(具体的な評価ポイント)を次のように挙げており、これらを

自校の重点目標に合わせてピックアップし評価項目を設定することができます。 

◼ この際、本当に必要な評価項目を絞り込み、増やし過ぎないことも大切です。 

 

※専門学校の職業実践専門課程では、文部科学省による「専修学校における学校ガイドライン」に示された評価項目につ

いて学校関係者評価を行い、その結果を公表することが求められています。この表の大項目は、同ガイドラインに準拠した構

成になっており、そのまま活用できます。  

中項目 具体的な評価のポイント

5-1 学生の就職等進路 ① 就職等進路に関する支援組織体制を整備しているか

5-2 学生の健康管理 ① 学生の健康管理を行う組織体制を整備し、適切に運営しているか

5-3 学生生活の支援 ① 学生の経済的側面に対する支援制度を整備し、適切に運用しているか

② 課外活動に対する支援制度及び体制を整備し、適切に運用しているか

5-4 学生相談 ① 学生相談に関する体制を整備し、適切に運営しているか

② 保護者と適切に連携しているか

5-5 卒業生への支援 ① 卒業生への支援体制を整備し、適切に運営しているか

②
卒業後の知識や技能向上などスキルアップのための支援活動に対応した教育環境を整備し、適
切に運営しているか

① 施設･設備は教育上の必要性に対応できるよう整備しているか

②
最新の調理技術･伝統的調理様式･社会が求める衛生観念修得等が可能な施設･設備を備えてい
るか

③
調理分野の教育に必要な専門書及び参考図書を図書館に配架し、学生が必要に応じ閲覧できる
ような環境を提供しているか

① 企業等と連携して、実習施設・インターンシップの場等の教育体制を整備しているか

② 実習等に関し企業等との連絡・相談体制を整備しているか

6-3 学校における安全管理 ① 学校における安全管理体制を整備し、適切に運営しているか

6-4 防災に対する組織 ① 防災に対する組織体制を整備し、適切に運営しているか

7-1 入学者の受入れ方針 ① 求める学生・生徒像、入学者の受入れ方針を明確に定め、公表・周知しているか

7-2 入学者の募集、入学選考 ① 入学者の募集活動を適正かつ効果的に行っているか

② 入学選考基準を明確に定め、適正に運用しているか

8-1 財務状況 ① 学校及び法人運営の中長期的な財務基盤は安定しているか

② 予算・収支計画は有効かつ妥当なものとなっているか

③ 私立学校法及び寄付行為等に基づき適切に監査を実施し、理事会、評議員会に報告しているか

④ 財務情報を適切に公開しているか

① 法令や設置基準等を遵守し、適正な学校運営を行っているか

② 個人情報の保護のための対策をとっているか

9-2学校評価の実施と結果の公表 ① 自己評価の実施体制を整備し、自己評価を実施し、結果を公表しているか

② 学校関係者評価の実施体制を整備し、学校関係者評価を実施し、結果を公表しているか

9-3 学校評価に基づく改善の取り組み ①
学校評価の結果をフィードバックし、学校教育と学校運営の質の改善と向上のための取り組み
を組織的かつ継続的に行っているか

9-4 教育情報の公開 ① 教育情報に関する情報公開を積極的に行っているか

10-1 社会貢献・地域貢献 ① 学校の教育資源を活用した社会貢献・地域貢献を行っているか

10-2 ボランティア活動 ① 学生のボランティア活動を奨励し、具体的な活動支援を行っているか

11-1 留学生の受け入れ・派遣 ① 留学生の受け入れ・派遣、在籍管理等において適正な手続きを取っているか

② 留学生の学修・生活指導等において学内に適切な体制を整備しているか

9-1 関係法令・設置基準等の遵守と適正な学
校運営

財務8

10

6 教育環境

6-1 調理師養成分野における教育上の必要性
に対応した施設・設備

6-2 調理師養成分野における実習施設、イン
ターンシップの場等

7

大項目

11 国際交流

社会貢献・
地域貢献

学生・生徒
の受入れ募
集

9
法令等の遵
守

5 学生支援
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

自己評価を生かすために 

 評価の実施 

（１）評価方法の決定と情報収集 

◼ 評価項目を設定したら、各項目の達成状況を明らかにするための評価方法(必要な情報

の収集・分析方法を含む)を決定し、それに沿って必要な情報収集を行います。 

◼ 評価のための情報の種類には、大別して、数値で表すことのできる定量的なものと、数

値では表すことのできない定性的なものがあり、これらの情報を評価項目ごとにバラ

ンスよく収集・分析して評価の根拠資料とし、総合的な評価を行うことが理想的です。 

中項目 根拠資料例

1-1 教育理念・目的 ・学則、細則、内規　・学校要覧　・学校生活の手引き

1-2 育成人材像と関連業界の人材ニーズ
・教育課程編成資料　・特色ある時間割　・学科等の育成人材像を示す書類等
・産学連携による資料

2-1 運営方針・事業計画・予算 ・理事、監事、評議員名簿　・教育会議資料、議事録　・寄付行為

2-2 学校運営組織の整備 ・学則　・学校安全計画　・個人情報管理規定　・ハラスメント対応マニュアル

3-1 教育理念、目的に沿った教育課程の編成・実施方
針

・教育計画　・教育課程編成資料　・学生ガイド

3-2 調理師養成分野における実践的な職業教育の実施 ・シラバス　・履修案内

3-3 授業評価 ・授業評価アンケート　・成績評価基準等

3-4 成績評価・単位認定、進級・卒業判定の基準 ・試験実施要項(定期試験、卒業試験)　・進級判定、卒業判定会議資料

3-5 教職員の組織体制 ・教職員名簿　・教職員採用基準　・就業規則、人事規程　・配置計画等

3-6 教職員の資質向上を目的とした教育研究活動 ・研究事例　・研究会資料　・研究紀要　・論文集

3-7 実務に関する企業と連携した教職員研修 ・各種研修会への参加状況

4-1 調理分野における就職率の向上と取り組みの成果 ・就職率　・進学率　・就職活動対策、支援等についての資料

4-2 退学率の低減と取り組みの成果 ・退学率　・月別、理由別退学データから見る分析と対策についての資料

4-3 調理師養成分野の教育活動における目標と取り組
みの成果

・学科、コース毎の到達目標　・資格取得状況

4-4 卒業後の調理分野におけるキャリア形成への適応
性、効果

・卒業後の状況調査等資料

4-5 卒業生の調理分野における社会的評価 ・卒業生の活躍状況がわかる資料、調理分野コンクール実績等

5-1 学生の就職等進路 ・学校生活の手引き　・求人票　・進路調査、就職活動報告書

5-2 学生の健康管理 ・学校保健計画書　・健康管理体制についての資料　・健康診断に関する記録

5-3 学生生活の支援 ・奨学金関係書類　・課外活動の活動実態や支援についての資料

5-4 学生相談 ・相談体制の実績についての資料(職員の配置、活用状況、満足度等)

5-5 卒業生への支援 ・同窓会組織名簿　・卒業後の再教育プログラム等について資料

大項目

教育理念・
目的・育成
人材像

学校運営2

教育活動3

学修成果

1

4

学生支援5
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

自己評価を生かすために 

 

 

◼ 例えば、「教育理念が明確か」については、学則や内規等が根拠資料となり得るでしょ

うし、「学修成果が上がっているか」については、就職率や卒業後の離職率等が根拠資

料となり得ますが、何を根拠資料とするかは、重点目標や評価方法に照らして各学校で

選択することとなります。 

 

 

 

  

中項目 根拠資料例

6-1 調理師養成分野における教育上の必要性に対応し
た施設・設備

・校舎平面図　・施設、設備の状況、整備計画書等　・備品台帳

6-2 調理師養成分野における実習施設、インターン
シップの場等

・関連業界、団体との連携体制についての資料(契約書、研修報告書等)

6-3 学校における安全管理 ・学校安全管理マニュアル　・保険加入等の資料　・防災防犯体制資料

6-4 防災に対する組織 ・防災マニュアル　・防災訓練実施要項、実施結果

7-1 入学者の受入れ方針 ・学校案内　・募集要項　・学校説明会等の資料等

7-2 入学者の募集、入学選考 ・入学相談受付に関する資料　・入試要項　・入学判定会議資料　・合格率等

8 財務 8-1 財務状況 ・事業報告書　・財務諸表　・監査報告書

9-1 関係法令・設置基準等の遵守と適正な学校運営 ・法令設置基準に対する現況についての資料　・個人情報保護規程等

9-2学校評価の実施と結果の公表 ・学校評価規程　・評価項目　・評価スケジュール　・評価体制　・公表資料

9-3 学校評価に基づく改善の取り組み ・自己評価報告書　・学校関係者評価報告書

9-4 教育情報の公開 ・情報公開に関する取り決め　・学校ホームページ　・学校案内等

10-1 社会貢献・地域貢献 ・公開講座、教育訓練等の参加者数

10-2 ボランティア活動 ・ボランティア活動に関する資料(活動計画、実施記録、報告等)

11 国際交流 11-1 留学生の受入れ・派遣 ・留学生数、在籍管理状況がわかる資料　・留学生の受入れ方針についての資料

教育環境6

大項目

学生・生徒
の受入れ募
集

7

法令等の遵
守

9

社会貢献・
地域貢献

10
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

自己評価を生かすために 

 

◼ また、自己評価に取り組んでいる多くの学校でアンケートを実施しているように、アン

ケートも有効な情報収集手段になります。しかし、集計作業や分析に係る負担も考慮

し、アンケートで得るべき情報の種類や量については、重点目標や評価項目に照らして

必要なものを選択するようにしましょう。 

◼ アンケートで考えられる主な調査対象と、各対象から重点的に意見収集できる項目例

は、以下のとおりです。 

 

主な 

調査対象 
意見収集の項目例 

 

 

教職員 

・教育理念等の共有度合い 

・学校運営に関する計画や体制の的確性や

実効性 

・業務の効率化状況 

・カリキュラムの適切性 

・生徒指導の実施状況 

・特別活動の実施状況 

・学修の成果(就職、進学、退学等) 

・キャリア支援の実施状況、地域や社会に

対する貢献度合い 

 

在校生 

保護者 

・教育理念等への共感 

・学校運営体制に対する満足度 

・カリキュラム内容や指導方法・内容に対する

満足度 

・生徒指導や特別活動に対する満足度 

・学修成果に対する満足度 

・受験時(当該校の受験及び進学時)や

就職時の情報提供やキャリア支援に対

する満足度 

 

卒業生 

・カリキュラム内容や指導方法・内容に対する

満足度 

・卒業後に役立っている／役立っていない学

習事項 

・生徒指導や特別活動に対する満足度、

学修成果に対する満足度 

・就職時の情報提供やキャリア支援に対

する満足度 

 

企業 
・教育理念等への共感 

・自社へ就職した卒業生に対する満足度 

・学校の教育活動に対する満足度 

・学校から企業等への情報発信の状況に

対する満足度 

・地域や社会に対する学校の貢献度合い

に対する満足度 

理事会 学校の財務情報、法令等の遵守状況  
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

自己評価を生かすために 

 

ヒント！ アンケートに回答してもらうために 

多様な人を対象としてアンケートを実施した方がよいのはわかっているものの、例えば卒業生

や企業の方にアンケートを配布し、回答してもらうのは必ずしも容易ではありません。学校評

価に際してスムーズにアンケートを行うためには、日頃から卒業生の進学・就職後の状況を

定期的に把握し連絡を取り合う(同窓会組織の組成も一案)、当該卒業生を通じて就職

先企業の社員等と意見交換を行う、といった取組をできる範囲で展開するとよいでしょう。 

事例 在校生と保護者に共通アンケートを実施したケース 

C 校では、あらかじめ定めた評価項目をアンケートの質問項目に反映し、各項目の達成状

況を生徒と保護者が相談しながら回答する(4 択＋わからないの中から一つ選択する)形式

の調査を実施し、定量的な情報を集めている。加えて、学校や担任に対する意見等につい

ても、自由記述形式で回答する欄を設け、定性的な情報も収集している。 

※下図は、保護者・在校生向けアンケート様式 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

自己評価を生かすために 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヒント！ アンケート以外の情報収集 

自己評価のための情報収集を行う上で、アンケートは有効な方法です。他方、アンケート

結果の多くは主観的な評価によるものであるため、偏りが生じている可能性も否定できま

せん。そこで、アンケートだけではなく、生徒・学生の新規募集状況や就職率、財務情報

等、基本的な定量情報と併せて総合的に根拠資料を収集・分析することが大切です。 

 

事例 卒業生(新入社員)に関する企業アンケートを実施したケース 

D 校では、卒業生が就職した企業に対してアンケートを実施し、当該卒業生の専門的知

識・技能レベル、意欲、コミュニケーション能力等に対する定量的・定性的評価や、新入

社員に求める資質能力や自校への要望等を収集している。また、在校生を対象としたア

ンケートも実施し、授業の内容や教員に対する評価、教育環境(設備)の快適性等に対

する満足度を明らかにし、これらの結果を自己評価に活用している。 

※下図は、卒業生に関する企業向けアンケート様式 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

自己評価を生かすために 

（２）検証・分析と評価 

◼ アンケート等によりさまざまな情報を収集したら、学校の実態を整理・把握し、優れた

点や改善点を明らかにするため、検証・分析を行います。 

◼ 検証・分析の方法としては、収集した根拠資料から特徴的な部分を抽出する、アンケー

トの回答から平均得点を算出する、複数の調査対象者間で回答傾向の差異を明らかに

する、定性的な情報を集約して代表的な意見・要望等を整理する、異なる手段(アンケ

ート、基礎的な統計等)で収集した情報を比較してその背景を掘り下げて検討する、と

いったアプローチが考えられます。 

◼ 学校の実態を検証・分析したら、重点目標等に照らして、各項目の達成状況を評価し、

自己評価結果として報告書にまとめます。 

 

事例 学生と教員に対して同一項目のアンケートを実施し、比較分析したケース 

E 校では、同一の質問項目を盛り込んだアンケートを学生と教員に対して実施し、その回

答を平均値化して比較している。その結果は、数値を表形式で示すとともに、グラフ化して

視覚性を高め、初見の人でも学生と教員の回答傾向がわかりやすいよう配慮している。こ

れにより、例えば授業の「時間配分と進行ペースは適切であった」という項目について、教

員の評価は低い(4 点満点中、平均 1 点)のに対し、学生の評価は高い(同平均 3.4

点)こと、逆に「授業規律通りの授業運営であった」という項目については、教員の自己評

価が学生による評価よりも高いことがわかり、特定の対象者から情報を収集しただけでは

見えない改善点等が浮き彫りになる。 

※下図は、アンケート結果の分析シート 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

自己評価を生かすために 

 

ヒント！ 矛盾する評価結果の扱い 

自己評価のために収集した情報の中で、例えば学修成果について、アンケートでは肯定的な

回答が得られている一方、就職率等の客観的な統計データはあまり芳しくない状況を示して

いるような場合、どのように結論付ければよいのか悩ましいところです。 

このような場合、可能であれば複数名のアンケート回答者に、アンケートで肯定的に回答した

理由を答えてもらい、それらを総合的に勘案して、自校の優れている部分(アンケート結果の

背景)と改善すべき課題(実態として芳しくない就職率)を整理し、評価結果にまとめることがで

きれば理想的です。 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

自己評価を生かすために 

 

ヒント！ 自己評価シートの様式例 

自己評価結果を次のような評価シートに整理し、評価報告書として取りまとめます。 

 

※本書の P.47 に自己評価シート・報告書様式例を掲載しています。 

※職業実践専門課程のある養成施設は、評価報告書等をホームページで公表しています。それらを参考にしてもよ

いでしょう。 

大項目：１　教育理念・目的・育成人材像

評価ポイント 現在の取り組み状況 課題 今後の改善方策 参照資料

(例)1-2-①

育成人材像が明確であ

り、調理業界の人材ニー

ズに適合しているか

(例)

業界の企業や団体と連携

し、意見交換会を行ってい

る。

来訪した卒業生から就職先

や現場の様子等、情報を得

ている。

(例)

求人先企業からは即戦力

的な要望が多いが、調理

技術に偏った指導はでき

ない。個々の学生に合わせ

て対応することが必要。

(例)

調理技術レベルの底上げ

を行う。そのための課題を

今年度中に検証し、改善策

の検討に入る。

(例)

・教育課程編成表

・学科等の育成人材像を示す教育

計画書

・就職先企業や業界団体との連携

資料

評価総括 特記事項

(例)

【大項目１　教育理念・目的・育成人材像について】

高等教育機関である専門学校を卒業しているという付加価値が付く人材を育成す

るために、学生の調理技術や知識の定着レベルの底上げを継続的に図っていく必

要がある。教職員間での教育方針･教育理念を含めた指導内容の確認を定期的

に行ったり、全教職員が課題を共有する体制を強化している。

(例)

【大項目１　教育理念・目的・育成人材像について】

若手の教職員を対象にした教育方針に基づく学校生活、実習

授業中などの具体的指導を行っている。

日頃から、教職員自らが「誠意ある行動、前向き思考、品行方

正」を意識することを心がけ、学生の手本となるよう指導してい

る。

重点目標③

(例)キャリア教育の充実を図るためのカリキュラムを構築し、推進する

重点目標 達成するための計画

重点目標①

(例)業界のニーズに合った実践的な授業により、確かな調理技術の修

得を目指す

(例)

・求められている人材像を明らかにする

・ニーズに合った人材を育成できる授業計画の策定と

実施

重点目標②

(例)安全、安心な料理を提供できる衛生管理能力を身に付ける

重点目標を達成する

ための計画・方策を

立て、記述する

現在の取り組み

状況を確認し、整

理して記述する 現状の取り組みで足

りないと思われる事

項、アンケート等で

浮上した課題等があ

れば記述する

どのように改善して

いくか、いつまでに

何を検討・実施する

か等具体的な方針

と方策を記述する

現状を確認する資料名を

記述する
上記の重点目標を達成

するための具体的な評

価ポイントを、大項目ま

たは中項目ごとにP.20

～21から抽出し、記入す

る

大項目または中項目ごとに、評価から明らか

になった自校の特徴等を記述する
大項目または中項目ごとに、具体的な評価のポ

イントに沿って結果を総括し、課題や今後の方

針、改善策等について記述する

P.18～19で決定した重点目標
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

自己評価を生かすために 

 結果の活用・公表 

 

（１）評価結果の活用 

◼ 自己評価結果を基に、学校運営や教育活動を改善していきます。 

◼ 評価結果をより有効に活用するためには、自己評価を通じて明らかとなった改善点を、

「重要度」(誰にとって、どの程度重要か)、「緊急度」(緊急対応を要する事項か否か)、

「コスト」(どの程度の経費がかかるか)、「対応主体」(誰がどのような体制で対応する

のか)等の軸に基づいて整理し、優先順位をつけつつコストや主体を選択しながら対応

していくことが重要です。 

◼ また、自己評価結果は、次年度の重点目標の設定や評価方法の改善にも積極的に活用し

ていくことが大切です。 

◼ なお、自己評価結果は、学校評価の次のプロセスである学校関係者評価(次章で詳述)あ

るいは第三者評価(｢学校評価総合実施手引書Ⅱ｣で詳述)に向けた重要な基礎資料とな

ります。そのため、自己評価結果を報告書等の様式にとりまとめる際には、学校関係者

評価委員が十分に理解できるよう、あらかじめ学校の教育理念・経営方針や重点目標、

評価対象期間中の活動内容等を概説し、その上で具体的な評価内容を記載すると、より

有効に活用しやすくなります。   

◼ 自己評価を検証した結果については、全教職員で、検証のプロセスや現状の課題と改善

のための行動計画を共有することが望ましいでしょう。 

 

事例 教育環境等の改善にすぐ活用 

F 校では、自己評価によって明らかとなった課題を踏まえ、カリキュラムの再編成、実習教

室の拡充、エアコン配備等、改善策を重要度やコストを勘案して極力迅速に対応してい

る。 

 

事例 自校だけでなく、高校や中学校にも知見を提供 

G校では、自己評価結果を報告書としてとりまとめ、自校の改善に結び付けるだけでなく、

例年夏休み期間に行っている高校教員対象講習会で説明を行い、高校生の進路指導

に役立ててもらっている。 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

自己評価を生かすために 

（２）評価結果の公表 

◼ 自己評価結果については、公表することが法令で義務付けられています。 

◼ また、調理師養成施設のほとんどは、学校教育法に基づき、在校生や保護者、業界関係

者の理解を深めること等を目的として、学校運営や教育活動に関する状況を、積極的に

情報提供していくこととされています。 

◼ これらの観点から、自己評価の結果は、紙媒体(報告書)やウェブ媒体(学校ホームペー

ジ)等により、広く公表していくことが望まれます。 

◼ 自己評価結果は、自校の強みを再確認するためのツールでもあります。教職員や在校生

だけでなく、保護者や企業からの評価が高い要素が明らかになった場合には、生徒募集

や就職支援を行う際、対象となる学校や企業に対して積極的にアピールするとよいで

しょう。 

◼ 具体的な公表情報や公表方法については、各学校や関係者にとっての重要度等を踏ま

え、個人情報に対する配慮をしながら、学校ごとに具体化していくことが基本となりま

す。自己評価結果のみを公表するか、学校関係者評価結果と併せて公表するかについて

も、各学校の判断によります。 

 

 

ヒント！ ネガティブ情報も含めて積極的に情報公開する姿勢が信頼を深める 

自己評価の結果は、必ずしも学校にとって心地よい内容ばかりではないのが普通です。むし

ろ、改善すべき課題等が明らかになるからこそ、学校評価を実施する意義が大きいともいえま

す。その趣旨を理解し、ネガティブな情報も含めて評価結果を積極的に公開し、かつ改善に

向けた姿勢も併せて示すことで、卒業生の進路先となり得る企業や、学校を取り巻く地域

社会に対しても、学校に対する理解と信頼を深めることができます。 

 

 

事例 監査報告書や財産目録等と一緒に学校評価報告書を公表 

H 校では、学校評価(自己評価、学校関係者評価それぞれ)の結果を、学校ホームページの

「情報開示」のページにおいて、監査報告書、事業報告書、財産目録と一緒に、誰もが閲覧

できる形で公表している。  
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

学校関係者評価を生かすために 

 

4章 学校関係者評価を生かすために 

 

 学校関係者評価のポイント 

 

学校関係者評価とは？   

学校関係者評価は、学校が選任した学校の関係者からなる評価委員会等※が、自己評価の

結果を評価し、その客観性や透明性を高めるとともに、今後の改善方策等について助言をする

ための評価です。 

 ※学校が小規模な場合、委員会に準じた評価体制をとることも考えられる(以下、評価委員会)。 

 

誰がやるの？   

学校の関係者(評価者)を学校が選任し、これら評価者からなる評価委員会が実施します。学

校は事務局として主に評価者への情報提供を行います。 

 

どうやるの？   

⚫ 学校の重点目標に照らし、有益な助言を得られそうな評価者を選任し、評価委員会を設

置します。 

⚫ 評価委員会を開催し、まず学校の重点目標や自己評価の状況等を学校から説明します。 

⚫ 評価委員会が学校の自己評価結果について、評価を行います。 

⚫ 評価者が十分な情報に基づいて評価を行えるよう、評価者に対し、学校を知る機会(視察

や校長・教職員との意見交換等)を提供します。 

⚫ 必要に応じ、評価委員会が作成する評価結果のとりまとめを支援します。 

⚫ 評価結果は、各学校の改善に役立てるとともに、広く公表することが期待されています。 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

学校関係者評価を生かすために 

 

学校関係者評価の基本的な流れ   

⚫ 学校関係者評価の実施に当たっては、事前の準備段階として、重点目標に照らした評価

者候補の抽出、評価者への依頼、並びに評価委員会の設置を行います。 

⚫ 準備ができたら、評価委員会を開催し、学校の重点目標や自己評価の状況等を評価者に

説明し、学校の状況を理解してもらった上で、評価を行ってもらいます。 

⚫ 並行して、学校の視察や校長等との意見交換などの機会を設け、適切な評価に役立てて

もらうよう、学校に対する理解を深めてもらいます。 

⚫ 評価結果をとりまとめ、今後の経営や教育活動に反映するとともに、広く公表します。 

 

  

 

※各実施事項の詳細な内容や事例については、各ボックス右下の節番号で詳述 

※学校関係者評価の実施スケジュールは、p.12「学校評価のスケジュール(例)」参照 

 

  

重点目標に照らして評価者を選
任し、評価委員会等を設置

評価結果のとりまとめ・公表

⇒ 4.2

⇒ 4.5

評価委員会を開催し、学校の状
況を説明し、評価を実施

評価者に学校を知る機会を提供
（視察、意見交換等）

⇒ 4.3 ⇒ 4.4
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

学校関係者評価を生かすために 

 

 評価者の選任と評価委員会の設置 

◼ 有意義な学校関係者評価を実施するためには、適切な評価者の選任がとても重要です。 

◼ 学校評価ガイドラインには、下の表のようにさまざまな評価者が例示されていますが、

必ずしもすべての評価者を選任する必要はありません。学校が設定する重点目標に照

らし、有益な助言が得られそうな評価者に絞って選任する考え方も重要です。(専門学

校の職業実践専門課程においては、評価者に関係者として専攻分野に関する企業・関係

施設・業界団体等の役員又は職員を参画させることが求められています。) 

◼ 候補となる評価者を選んだら、委員就任の依頼を行い、委嘱の手続きをします。依頼に

当たっては、学校関係者評価の目的や、評価委員会でそれぞれの委員に期待することな

どをわかりやすく丁寧に伝えることが重要です。 

◼ 本書 P.49以降に掲載している委嘱状等の様式例を活用し、事務負担を軽減しましょう。 

◼ 学校評価が適切に行われるよう、評価に携わる委員や学校の担当者等の一定の知識の

修得・向上を目的とした研修機会を設けることも大切です。 

 

(「専修学校における学校評価ガイドライン」，平成 25 年，文部科学省より作成) 

 

 

 

 

 

 

学校評価ガイドラインに掲載されている評価者の例 

学校の専門分野における業界関係者(就職先企業、施設等の実習先、分野別の業界団体

等) 

卒業生(同窓会関係者、卒後一定のキャリアを持った人) 

保護者 

地域住民 

中学校、高等学校等の校長、進路指導担当者(接続する学校の関係者) 

学校運営に関する専門家(学校マネジメント、財務の専門家) 

地域の地方公共団体等の関係者(学校主管部局、教育委員会等) 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

学校関係者評価を生かすために 

 

  

ヒント！ 学校の重点目標と関連した評価者の例 

 

学校の重点目標 評価者の種類と期待する役割 

教育課程・教育

方法等の改善／

就職率の向上 

⚫ 学校の専門分野と関係の深い企業や業界団体の担当者から、現

場で求められる能力習得に有効な教育課程・教育方法等や採用

時に期待する学生の資質・能力等の助言を得る 

⚫ 卒業生から、在学時代や卒業後の就職先での経験を踏まえた、教

育課程・教育方法等や就職率向上のための具体的な提案を得る 

入学志願者数の

増加 

⚫ 中学校や高校の管理職又は進路指導担当者から、保護者や中

高生向けにアピールしうる諸活動や情報発信の方法について具体

的な改善提案を得る 

⚫ 在学生の保護者から当該校を志願した理由や、改善要望を確認

し、学生募集策の見直しにつなげる 

効率的な学校運

営の実施 

⚫ 学校運営専門家(大学等の研究者)から、組織運営、業務プロセ

ス、財務管理、学校評価の活用方法等に関する助言を得る 

   

 

 

 

 

ヒント！ 評価者の候補選定の方法例 

 

評価者の種類 選定方法(例) 

関係者 ⚫ 実習先等の協力企業に依頼 

⚫ 一定の卒業生受入実績のある企業に依頼 

⚫ 学内の会議体に参加する企業出身者経由で依頼 

卒業生 ⚫ 卒業後につながりのある卒業生に依頼 

⚫ 同窓会経由で依頼 

⚫ 一定の卒業生受入実績のある企業経由で依頼 

保護者 ⚫ 後援会(保護者会)代表者に依頼 

⚫ 在学生代表等の学生の保護者に依頼 

中学・高校関係者 ⚫ 在校生・卒業生の出身学校(中学・高校)に依頼 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

学校関係者評価を生かすために 

 

 

事例 評価委員会の人数と評価者の種類等 

 

事

例 

人

数 

評価者の種類 任

期 

謝礼等 

企
業
・
業
界
団
体

関
係
者 

卒
業
生 

在
校
生 

保
護
者 

地
域
住
民 

中
学
・
高
校
関
係

者 学
校
運
営
専
門
家 

交
通
費 

謝
礼 

A 校 4 名 ○ ○    ○ ● 1 年 無 有 

B 校 21 名 ○ ○ ○ ○ ● ○  2 年 有 有 

C 校 6 名 ● ○  ○  ○  2 年 有 有 

D 校 17 名 ● ○  ○ ○ ○  1 年 無 無 

E 校 4 名 ● ○  ○  ○  2 年 有 無 

※●は委員長 

事例 評価者選びの現場から 

 企業担当者からの意見は、企業が求める最新の人材像を提示してくれるため、現在、ど

のような人材が求められているかが理解でき、教育課程や教育方法の見直しに有益であ

った。 

 組織や役職で選ぶのではなく人で選んだ。以前から学校とつながりのあった企業の役員に

依頼した結果、学校の実情を踏まえた実質的な助言が得られている。 

 高校教諭、卒業生、保護者、地域住民、在校生など、多様な評価者から構成し、幅

広い観点から意見が得られている。 

 企業で活躍する卒業生が企業人枠で参加した。学校と企業の現場双方の事情を理解

した上で、具体的な意見が得られている。 

 高校関係者について、指定校推薦で毎年入学がある高校の進路指導の先生に依頼

し、校長の承認のもと、快く参加いただいている。 

 保護者について、入学前のオープンキャンパスと、定期的に開催している保護者懇談会

に参加している保護者に依頼し、入学前後の視点から貴重な意見をいただいている。 

ヒント！ 委嘱状、推薦依頼書、承諾書の様式例 

委嘱状、推薦依頼書、承諾書の様式例は、本書の P.49～53 に掲載しています。 

 
  

こうしてうまくいきました！ 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

学校関係者評価を生かすために 

 評価委員会の開催と評価の実施 

◼ 評価委員会では、まず学校の重点目標や前回の評価結果とその結果を踏まえた対応状

況、並びに現在の自己評価の状況などを学校から説明します。評価者により学校の状況

に対する理解の程度が異なるため、丁寧な説明が必要となりますが、一方で、会議の時

間は限られるため、事前説明を行うなど評価者への情報提供には工夫が必要です。 

◼ 会議の開催時期や回数は、①学校からの重点目標や自己評価の状況等の説明、②中間評

価、③評価結果のとりまとめ、の３回にわたり、自己評価の進捗に合わせて実施するこ

とがもっとも丁寧な方法ですが、自己評価の進捗状況や評価者の都合を踏まえ、現実的

にできるところから始めるという考え方もあります。 

◼ 評価委員会は、学校関係者が学校の課題や今後求められる方策などについて、建設的な

意見を提示してくれる場です。また、学校側との議論を通じ、学校に対する理解を深め

てもらえる貴重な機会でもあります。評価委員会には、できる限り校長、学科長、事務

局長、進路指導や教務等の教職員など、関連する管理職等が参加することが望まれま

す。 

◼ 会議の結果は、議事録にまとめ評価者に確認をとり、その後の検討に役立てましょう。 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

学校関係者評価を生かすために 

 

事例 評価委員会の開催回数、時間等 

 

事例 
開催 

回数 

会議 

時間 

開催 

時間帯 
各回の主な議題 

A 校 2 回 2 時間

／回 

平日 

夜間 

第 1 回(9 月)： 

 ・自己点検結果の説明 

 ・質疑応答・ディスカッション 

第 2 回(10 月)： 

 ・次のアクション案 

 ・質疑応答・ディスカッション 

B 校 2 回 3~4.5

時間／

回 

平日 

昼間 

第 1 回(6 月)： 

・参加者紹介／評価方法説明 

・前年度の自己評価結果報告 

・重点項目の説明 

・校内見学(希望者のみ) 

・分野別分科会 

第 2 回(10 月)： 

・中間報告 

(重点項目及び主な自己評価項目) 

・議論／評価委員会代表の総括 

C 校 3 回 2~2.5

時間／

回 

週末 

午前 

又は 

午後 

第 1 回(6 月)： 

・前年度自己評価結果報告／意見交換 

・前年度学校関係者評価報告による課題改善の進め方説明 

・前年度重点目標成果報告／意見交換 

・今年度重点目標説明 

第 2 回(10-11 月)： 

・今年度重点目標中間報告／意見交換 

・前年度学校関係者評価報告による課題改善中間報告 

・今年度学校関係者評価報告の検討・まとめ 

第 3 回(３月)： 

・前年度学校関係者評価報告による課題改善年度末報告 

・今年度学校関係者評価報告の確認／課題検討の進め方

説明・意見交換 

D 校 1 回 2 時間

／回 

平日 

昼間 

第 1 回(7 月)： 

・自己評価・外部アンケート評価の報告及び質疑応答 

・評価方法及びアンケートの解説 

E 校 1 回 2 時間

／回 

平日 

夜間 

第 1 回： 

・自己点検評価結果説明と課題の検討 

・各学科の活動状況報告 

・質疑応答／意見交換 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

学校関係者評価を生かすために 

 

ヒント！ 限られた会議時間で評価者に状況を理解してもらうための工夫 

 

時期 工夫(例) 

評価委員会

開催前 

⚫ 委員委嘱時に、学校の建学精神、教育課程、前回の自己評価の結

果、本年度の自己評価の実施予定などの資料を渡すとともに、可能な

範囲で説明する 

⚫ 評価委員会当日の資料と当日議論いただきたい点を評価者に事前

(1 週間前程度)に送り、目を通しておいてもらう 

⚫ 評価委員会委員長と、当日の進行と特に意見をいただきたい点をすり

あわせ、事務局と意識を共有しておく 

開催当日 ⚫ すべての資料を同様に説明するのではなく、説明は事前に用意した要

約資料に留め、その他は参考として必要に応じ引用する 

⚫ 会議の進行スケジュール(時間管理)に配慮し、議論が論点から外れた

場合は、進行役が軌道修正する 

評価委員会

開催後 

⚫ 十分な意見が得られなかった場合は、メールや電話等で個別に評価者

に補足の確認をとる 

   

 

 

事例 評価委員会の現場から 

 自己評価結果の説明時に、評価結果に加え、その結果に至った背景や原因を具体的

な数値で示し、どのようにすればそうなるのか、なぜそうなるのか、わかりやすく説明し、その

後の建設的な議論につなげられた。 

 限られた時間をできるだけ議論に生かすため、学校からの説明資料は、これまでの自己

評価を踏まえた課題を 1 枚にまとめたものに限定し、その他は参考資料として配布に留

めた。 

 学校からの説明資料では、専門用語(学科の専門内容等)はなるべく使わず、どの評価

者が見ても理解できる内容としている。 

 理事長、校長、事務長、学科長が同席し、評価者の意見を聞き理解を深めるととも

に、必要に応じ管理職の立場から学校の状況を直接説明できた。 

 評価委員会後に、会議に欠席した委員に加え、出席した委員にもアンケートを実施し、

その内容をとりまとめに役立てている。 

 

  

こうしてうまくいきました！ 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

学校関係者評価を生かすために 

 学校の視察や意見交換の実施 

◼ 学校の状況を評価者によく理解してもらうためには、会議での情報提供や議論に加え、

実際に学校を見てもらい、学校管理職や教職員と意見交換を行うことが有効です。これ

らの機会は、会議での議論を円滑にするとともに、学校の実情により根ざした評価につ

ながります。 

◼ 特に調理師養成教育の特徴である実習等の実践的な職業教育の現場の視察によって、

書類からでは具体的にイメージすることが難しい、教育目標や育成人材像と、その達成

に向けた具体的な取り組みを評価者に伝えることができます。 

◼ 管理職との意見交換では、学校経営に関する大局的な状況の理解が、教職員との意見交

換では、教育活動や学生支援等の現場における具体的な状況の理解が得られます。 

◼ これらの機会を、評価委員会の当日に実施することで、評価者及び学校側の負担を軽減

することができます。 

 

ヒント！ 施設見学のポイント 

 

① 見るべきポイントを整理する 

調理師養成施設は特徴ある教育活動を行っているため、目移りして、肝心なところを見逃

すことがあります。自己評価結果で取り上げた施設・設備を見逃さないよう、案内側として十

分注意が必要です。 

② 授業風景などはできるだけ複数見学 

授業・実習など複数の状況を見学することで本来の姿が見えてきます。一部分だけで判断

することのないよう、複数の教室、多くの学生を見てもらうことが大切です。 

③ 学生の様子、教員とのやり取り 

教員と学生のやり取りを見学することで普段の指導が見えてきます。 

④ 施設・設備の状況 

特徴のある施設ばかりでなく、改善の必要な施設も見てもらいましょう。 

⑤ 掲示物・就職センターなど 

課外活動、就職指導など教育活動のさまざまな部分がわかります。 

⑥ 教員室などでは個人情報に十分注意することが重要 

⑦ 委員に随時の学校訪問を依頼して、いつでも学校訪問を受け入れる体制を 

日常の教育活動を見学してもらうことは、委員から的確なアドバイスを得るために重要なこと

です。 
 

(「専修学校における学校評価ガイドライン」に基づく学校評価マニュアル， 

特定非営利活動法人私立専門学校等評価研究機構より一部改変) 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

学校関係者評価を生かすために 

 

 

事例 学校視察や意見交換等の現場から 

 保護者及び学校関係者評価委員を対象に、公開授業を毎年 4 月第 4 土曜日に

実施している。1 年生は教科学習、2 年生は各専門授業、3 年生は進路ガイダンス

を公開している。公開授業終了後に、学校評価や保護者参加の学校行事の説明

会を実施し、外部アンケートの協力依頼や意見交換などを実施している。 

 年度の前半・後半それぞれの「主要学事暦と委員会日程」を作成し、評価者に配

布し、学校行事の視察を促している。その結果、学園祭やオープンキャンパスなどに

参加してもらえている。 

 評価委員会の当日に施設見学を行い、評価者が参加しやすいようにしている。 

 自己点検評価結果に基づく対応状況について、対応済みのものと、これから着手す

るものを伝え、議論が混乱しないように配慮している。 

 評価者に学校の雰囲気を伝えるため、学校生活の写真等を編集した動画を上映し

ている。 

 評価者にリラックスしてもらえるよう、お茶菓子を出すなどの配慮をしている。 

  

こうしてうまくいきました！ 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

学校関係者評価を生かすために 

 評価結果のとりまとめ・公表 

 

（１）評価結果のとりまとめ(学校関係者評価報告書の作成) 

◼ 評価委員会での議論を踏まえ、学校関係者評価報告書を作成します。評価委員会での議

論を効率的に集約するために、重点目標や評価項目ごとに評価者が評価コメントを記

入できる評価シートをあらかじめ評価者に配布し、評価委員会や視察、意見交換の機会

などに随時、評価コメントを記入できるようにすることも有効です。 

◼ 評価委員会は、各評価者から回収した評価シートを素材に、報告書をとりまとめます。

報告書は評価委員会が作成することが本来の趣旨ですが、現実的に難しい場合は、事務

局(学校)が評価シートを基に素案を作成し、評価委員会で議論の上、評価委員会として

決定する方法も考えられます。※本書 P.57～60参照 

ヒント！ 学校関係者評価シート様式例 

※本書の P.48 に学校関係者評価シート様式例を掲載しています。 

現在の取り組み状況

(例)

・求められている人材像を明

らかにするため、企業との意

見交換会を行ったり、同窓会

組織を利用し、業界のニーズ

を探っている。

大項目：１　教育理念・目的・育成人材像について

評価のポイント 学校の計画 現在の取り組み状況

(例)1-2-①

育成人材像が明確であり、調理

業界の人材ニーズに適合してい

るか

(例)

卒業生の就職先等へのアンケートや卒

業生から現場のニーズを聞く等により、

求められている人材像を明確にする。

(例)

・企業との意見交換会を行っ

た。

大項目：３　教育活動について

評価のポイント 学校の計画 現在の取り組み状況

(例)3-1-③

実践的な職業教育を行う視点で

社会(企業等)・地域のニーズを

踏まえた特徴ある独自の教育内

容・教育方法・教材等を工夫して

いるか

(例)

業界ニーズの情報収集結果に基づいて

分析し、その結果を教職員が共有し、授

業計画等の策定に役立てる。

(例)

業界との連携を深めるため、

学校が業界団体等の賛助会

員となっている。業界の最新

情報提供や就職活動、店舗実

習活動に協力してもらえる体

制を作っている。

重点目標

評価委員メモ

(例)

・企業からの情報収集を行っており、取り組みは

良好。

評価委員メモ

重点目標①

(例)業界のニーズに合った実践的な授業により、確かな調理技術の

修得を目指す

重点目標②

(例)安全安心な料理を提供できる衛生管理能力を身につける

重点目標③

(例)キャリア教育の充実を図るためのカリキュラムを構築し、推進す

る

(例)

・業界との意見交換会をしており、業界に目を向

けた対応が確認できる。

評価委員メモ

(例)

業界との連携は必要不可欠であり、互いに信頼

を失うことがないよう引き続き継続し、ニーズを踏

まえた教育が行われることを期待する。

上記の重点目標を達成するための具体的な評

価のポイントを、大項目または中項目ごとに

P.20～21から抽出し、記入する

具体的な評価のポイントについて、

現在の取り組み状況を記述する

具体的な評価のポイントについて、どのように取

り組むかを具体的に記述する

P.18～19で決定した

重点目標を記入する

自己評価の際に作成したシートを活用

し、現在の取り組み状況を記入する
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

学校関係者評価を生かすために 

 

ヒント！ 評価報告書の作成ステップ 

 

 

 
       (「専修学校における学校評価ガイドライン」に基づく学校評価マニュアル， 

特定非営利活動法人私立専門学校等評価研究機構より) 

   

 

ヒント！ 公表されている学校関係者評価 

職業実践専門課程のある養成施設は、評価報告書をホームページで公表しています。 

それらを参考にしてもよいでしょう。 
 

報告書の作成の主体を明確にする。

報告書の構成、記載項目、様式を決める。

学校関係者評価委員会からの意見を取りまとめる。

報告書の素案を作成する。

学校関係者評価委員会での審議の上、決定する。

評価結果について設置法人・学内に公表する。

○基本的には委員会が主体

○状況によっては、学校で素案

を作成する

○委員会で説明する

○評価項目ごとに構成する

○重点目標の取り扱い

○委員の意見の明確化

○会議録の確認

○評価シートの確認

○評価項目ごとの整理

○事実関係の確認

○公表を前提に表現の確認

○最終的には委員会の総意とし

て決定する

○学校内部に公表

○設置法人に報告

○自己評価と同時報告も可
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

学校関係者評価を生かすために 

（２）評価結果の公表 

◼ 評価委員会で取りまとめられた学校関係者評価報告書は、広く社会に公表します。直

接、報告書を公開することにより、読み手に誤解が生じる可能性が危惧される場合は、

報告書を踏まえた資料を別途作成し、これを公表する方法も考えられます。報告書の編

集を行う場合は、公表資料について、評価委員等の確認を得ることが必要です。 

◼ 自己評価の客観性・透明性を高めるという学校関係者評価の趣旨や、公表資料の別途作

成に伴う負担を踏まえ、報告書は原則公表対象とすることを前提に、評価委員会で報告

書を作成してもらう考え方もあります。 

◼ 公表は学校のホームページで行うことに加え、受入実績の多い企業、送出実績の多い中

学校・高校に送付したり、学生や保護者向けの学校だよりへ掲載したりすることによ

り、つながりの深い関係者に個別に学校をアピールすることができます。 

◼ 公表に当たっては、自己評価の結果や関連する学校の情報(教育目標、事業計画、教育

活動、財務状況等)や自己評価結果並びに学校関係者評価結果を踏まえた改善方策と併

せて示すことで、広く社会に対し効果的に学校の状況を伝えることができます。 

 

 

事例 評価結果のとりまとめ・公表の現場から 

 

 会議当日で得られた意見のほかに、評価者から十分な評価を得るため、2 週間程

度の期限を設けアンケートを実施し、評価情報を収集し、とりまとめに役立てている。 

 学校関係者評価委員会の発言を録音し、意見交換の内容をしっかりと記録した上

で、評価結果に明記する検討課題を明確化している。 

 評価結果に明記された検討課題の担当者を割り当て、各担当者が、検討の進め

方→改善の進め方→改善の中間報告→改善の年度末報告のそれぞれについて学

校関係者評価委員会で報告し、検討課題が適切に改善につながるようにしている。 

 学校関係者評価委員会の議事録をあえてそのまま公開している。語り口調の議事

録を公開することで、臨場感が伝わると考えている。 

 

 

  

こうしてうまくいきました！ 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

学校関係者評価を生かすために 

 

ヒント！ 評価結果公表のポイント 

 

① 学校関係者評価結果の公表で、誤解を防ぐためにも、また、改善への積極的な姿勢をア

ピールするためにも、指摘された課題に対する学校側の改善方策などを、具体的に示す必

要がある。 

② 評価結果の公表に合わせて、各種データやアンケート結果などを公表することは、評価を裏

付けるためにも効果的だが、公表を目的にしていない調査などもあり、取り扱いには留意が

必要。 

③ 公表の内容は、大きく分けて「評価結果とその背景」、「今後の取り組み」、「課題の解決、

改善結果の報告」とがある。 

④ 公表方法として、より多くの対象に向けて公表するためにはホームページを活用する方法が

あるが、教育活動についてなど項目を絞り込んで保護者会などで公表し、理解を得るという

ことも重要。 

⑤ 公表に当たっては、詳細に報告することも必要であるが、読み手の立場からすると必ずしも

効果的とは言えない。わかりやすく簡潔に表現することが肝要。 

⑥ 個人情報や特定の教職員に対する評価、特定の個人を類推する表現内容には十分注

意が必要。 

⑦ 公表内容は十分検討し、複数の目で確認することが必要。また、念のため評価委員にも

最終チェックを依頼する。 

⑧ 公表後の問い合わせに対して、責任を持って回答する部署を決め、明記することが必要。 

⑨ 学校評価は、毎年度実施することが原則。毎年度実施した内容を更新し、改善経過を明

らかにする必要がある。 

⑩ 評価委員の氏名、役職を公表する場合は、必ず本人の承諾が必要。 

 
(「専修学校における学校評価ガイドライン」に基づく学校評価マニュアル 

：特定非営利活動法人私立専門学校等評価研究機構より) 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

まずはここから始めましょう 

 

5章 まずはここから始めましょう 

 

学校評価を複数年経験している実証校の経験からは、一度、各学校における取り組みの

サイクルを確立させれば、２回目以降の負担は大幅に軽減され、かつ回数を重ねるにつれ、

実質化、効率化していくことが示されています。最初からすべての要素を完全に備えるこ

とはできません。できるところから始めてみましょう。 

 

学校評価の流れ まずはここから 

自
己
評
価 

校内組織体制の

整備 

⚫ 校長のリーダーシップのもと、学校全体で学校評価に臨む機運を作ります 

⚫ 特定の担当者に負荷が生じない組織体制を設置します 

重点目標の設定 ⚫ 学校の教育理念や経営目標を踏まえ、重点目標を設定し、教職員間で共

有します 

⚫ あえて特定の目標を設定せず、幅広く学校の取り組みを総点検するという選

択肢もあります 

評価項目の設定 ⚫ 重点目標に照らして、その達成状況や背景要因を明らかにするための評価項

目を設定します(包括的な総点検に向けた項目設定もあります) 

情報収集 ⚫ 評価項目に沿って、評価に必要な情報収集を行います 

⚫ 外部アンケート(教職員、在校生、保護者など向け)を実施します 

検証・分析 ⚫ アンケート結果などを検証・分析し、それに基づき学校のよい点や改善点を明

らかにして評価結果としてまとめます 

結果の活用・公

表 

⚫ 評価結果に基づき、改善方策を具体的に整理し、これを実施します 

⚫ 自校の強みや透明性をアピールするためにも、学校評価結果は積極的に対

外公表します 

学
校
関
係
者
評
価 

評価者選任と評

価委員会の設置 

⚫ 評価の目的(重点目標等)に照らして評価者を選任します 

⚫ 評価者に趣旨等を説明し、了解を得、委嘱手続をします 

評価委員会の開

催 

⚫ 開催回数、開催時間帯、各回の議題を設定します 

⚫ 評価委員会を開催し、関係者による評価を行います 

学校視察や意見

交換 

⚫ 評価者が学校を理解する機会(学校視察や意見交換)を設定します 

⚫ 自己評価との関係性に留意して、学校視察や意見交換を実施します 

結果のとりまと

め・公表 

⚫ 評価シートの活用や必要に応じて事務局支援のもと報告書を作成します 

⚫ 自己評価の結果や改善方策等と併せて公表します 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

様式・規程例 

 

6章 様式・規程例 

 

様式 1 自己評価【評価シート様式例】 

 

重点目標 達成するための計画 

  

  

  

 

評価ポイント 現在の取り組み状況 課題 今後の改善方策 参照資料 

     

     

     

 

評価総括 特記事項 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

様式・規程例 

様式 2 学校関係者評価【評価シート様式例】 ※報告書様式例は本書 P.57～60を参照 

 

重点目標 現在の取り組み状況 評価委員メモ 

   

   

   

 

評価ポイント 学校の計画 現在の取り組み状況 評価委員メモ 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

様式・規程例 

様式 3 学校関係者評価【委員の所属先に就任を依頼する場合の文書例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(「専修学校における学校評価ガイドライン」に基づく学校評価マニュアル：特定非営利活動法人私立専門学校等評価研究機構より一部改変) 

 

  

 

19○○○第○号 

2019年○月○日 

 株式会社 ○○○○ 

 代表取締役 ○ ○ ○ ○  様 

                        

○ ○ ○  学校 

                       校 長 ○ ○ ○ ○ 

          

    

学校関係者評価の実施における「学校関係者評価委員会」 

委員の委嘱について(依頼) 

          

時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。日頃より、本校の教育活動等につきまして、 

ご指導、ご協力を賜り厚く御礼申し上げます。   

このたび、本校は、自己評価に基づく「学校関係者評価」を実施することといたしました。 

つきましては、ご多用中恐縮ですが貴団体から下記の方を「学校関係者評価委員会」委員として 

ご就任願いたく、特段のご配慮を願い申し上げます。 

 

記 

 

１ 委嘱者名  ○○部 部長 ○○○○氏 

 

２ 委嘱の職  「学校関係者評価委員会」委員 

         

３ 委嘱期間  委嘱の日から 2020年 3月 31日まで 

        

４ 事業内容  別紙事業計画書のとおり 

         

５ 報 酬 等   報 酬  ○○○円 

交通費  実費で支給いたします。 

 

６ その他   評価結果の公表等において、貴団体名、ご氏名、所属役職名をホームページ等に 

掲載いたしますので予めご了承ください。 

                                                                       

   【問合せ先】 ○○ 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

様式・規程例 

様式 4 学校関係者評価【本人宛依頼文書例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(「専修学校における学校評価ガイドライン」に基づく学校評価マニュアル：特定非営利活動法人私立専門学校等評価研究機構より一部改変) 

 

  

 

19○○○第○号 

2019年○月○日 

 

 株式会社 ○○○○ 

 取締役 ○ ○ ○ ○  様 

 

                        

                       ○ ○ ○  学校 

                       校 長 ○ ○ ○ ○ 

          

    

学校関係者評価の実施における「学校関係者評価委員会」 

委員の委嘱について(依頼) 

 

時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。日頃より、本校の教育活動等につきまして、 

ご指導、ご協力を賜り厚く御礼申し上げます。   

このたび、本校は、自己評価に基づく「学校関係者評価」を実施することといたしました。 

つきましては、ご多用中恐縮ですが「学校関係者評価委員会」委員としてご就任くださるようお願

い申し上げます。 

 

記 

 

１ 委嘱の職  学校関係者評価委員会委員 

         

２ 事業内容  別紙事業計画書のとおり 

        

３ 委員任期  委嘱の日から 2020年 3月 31日まで 

         

４ 報 酬 等   報 酬  ○○○円 

交通費  実費でお支払いいたします。 

 

５ その他   評価結果の公表等において、ご氏名、所属役職名をホームページ等に掲載いたしま

すので予めご了承ください。 

 

【問合せ先】 ○○ 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

様式・規程例 

様式 5 学校関係者評価【企業・団体等へ委員の推薦を依頼する場合の文書例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(「専修学校における学校評価ガイドライン」に基づく学校評価マニュアル：特定非営利活動法人私立専門学校等評価研究機構より一部改変) 

 

 

 

19○○○第○号 

2019年○月○日 

 

 株式会社 ○○○○ 

 取締役 ○ ○ ○ ○  様 

 

                        

                       ○ ○ ○  学校 

                       校 長 ○ ○ ○ ○ 

          

    

学校関係者評価の実施における「学校関係者評価委員会」 

委員の推薦について(依頼) 

 

時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。日頃より、本校の教育活動等につきまして、 

ご指導、ご協力を賜り厚く御礼申し上げます。   

このたび、本校は、自己評価に基づく「学校関係者評価」を実施することといたしました。 

つきましては、下記のとおり貴社(団体)所属社(職)員を委員として推薦いただきたく、特段のご配

慮を賜りますようお願い申し上げます。 

記 

 

１ 推薦人員  １名 

 

２ 委員資格  貴社(団体)調理技術系職種の社(職)員 

 

３ 委員任期  委嘱の日から 2020年 3月 31日まで 

         

４ 報 酬 等   報酬は、○○○円 

費用弁償については、交通費を実費弁償します。 

 

５ 事務手続  別紙「推薦書」を下記まで送付くださるようお願いします。 

 

６ その他   評価結果の公表等において、ご氏名、所属役職名をホームページ等に掲載いたしま

すので予めご了承ください。 

 

７ 添付資料  ① 学校関係者評価実施概要 

        ② 本校学校案内                                                                         

 

【問合せ先】 ○○ 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

様式・規程例 

様式 6 学校関係者評価【企業・団体からの推薦書例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(「専修学校における学校評価ガイドライン」に基づく学校評価マニュアル：特定非営利活動法人私立専門学校等評価研究機構より一部改変) 

 

  

 

○年○月○日 

 

 

 

○ ○ ○ 学校 

校 長 ○ ○ ○ ○ 殿 

 

 

                   

                  社(団体)名          

                  代表者等職氏名  

                    

 

推  薦  書 

 

2019年○月○日付け 19○○○第○号により依頼のあった貴校における学校関係者評価委員につい

て、下記の者を推薦いたします。 

 

記 

 

１ 氏 名 

 

２ 現 職 

 

３ その他   職氏名の公表について了承いたします。 

 

 

以上 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

様式・規程例 

様式 7 学校関係者評価【本人からの就任承諾書例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(「専修学校における学校評価ガイドライン」に基づく学校評価マニュアル：特定非営利活動法人私立専門学校等評価研究機構より一部改変) 

 

  

 

○年○月○日 

 

 

 

○ ○ ○ 学校 

校 長  ○ ○ ○ ○様 

 

                    社(団体)名 

 

                    職氏名  

 

 

就 任 承 諾 書 

 

2019年○月○日付け 19○○○第○号により依頼のあった貴校における学校関係者評価委員会 

委員について、下記のとおり就任を承諾いたします。 

 

記 

 

１ 任  期  委嘱の日から 2020年 3月 31日まで 

 

２ 報 酬 等  報酬は、○○○円 

        費用弁償については、交通費を実費弁償とする。 

 

３ その他   職氏名の公表について了承いたします。 

 

 

 

以上 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

様式・規程例 

様式 8 学校関係者評価【委員会業務の説明資料例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(「専修学校における学校評価ガイドライン」に基づく学校評価マニュアル：特定非営利活動法人私立専門学校等評価研究機構より一部改変) 

 

  

評価委員・評価委員会業務の概要説明資料 

 

１ 学校関係者評価委員会の役割 

  学校が提出した自己評価報告書、参照資料、訪問調査・意見交換の実施に基づき評価を行い、学

校関係者評価書原案を作成し、学校に提出する。 

２ 委員会構成員(○名) 

  関連業界等関係者(評価対象校の教育に関連する分野の有識者から○名) 

  卒業生(○名)、保護者(○名)、中学・高等学校関係者(○名) 

  委員の中から委員長を選任する。 

３ 委員会の評価業務の内容 

 ① 書面調査・確認 

   自己評価報告書の記述内容を参照資料等で確認し、不明な点、追加提出を求める資料、確認を

要する事項などを抽出し、学校に連絡する。 

 ② ヒアリング・意見交換 

   学校が指定した場所で、事前連絡に基づき、不明な点や不足資料の確認を行う。 

 ③ 施設確認 

   点検項目のうち、実地に確認を要する事項について、学校を訪問し、学校関係者の案内のもと

で調査・確認する。 

 ④ 評価案の作成 

   ①～③の調査結果に基づき、点検中項目(○○項目)の評価と基準項目(○○項目)に関する総合

コメントを記述した学校関係者評価書原案を作成し、学校に提出する。 

４ 実施時期及び業務量(予定)   

No. 業務区分 内 容 態様 時期 業務量 

1 書面調査・審議 評価方針等協議 会議 ○○年 

○月 

↓ 

○○年 

○月 

２時間 

2 
ヒアリング・施設

確認 

意見交換・施設見

学 

会議

視察 
２時間 

3 評価作成 評価の決定 会議 
２時間 

 

計 

＊延べ実日数 3 日(１日当たり約２時間程度) 

＊ヒアリング調査及び訪問調査は同日に行います。 

＊部会における評価は協議の上、決定する。 

６時間 

(２h×    

３回) 

５ 報酬・その他 

 ① 報酬 １回当たり    円 交通費     円 

 ② 事務局が書類審査や関連データのチェック、委員会の会議資料作成、評価原案の素案作成など

を行い業務の円滑な推進を図ります。 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

様式・規程例 

様式 9 学校関係者評価【委員会開催案内文書例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(「専修学校における学校評価ガイドライン」に基づく学校評価マニュアル：特定非営利活動法人私立専門学校等評価研究機構より一部改変) 

 

  

 

○○年○月○日 

 

学校関係者評価委員 

 ○ ○ ○ ○  様 

 

○ ○ ○  学校 

                        校 長 ○ ○ ○ ○ 

 

学校関係者評価委員会の開催のご案内 

 

時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

本校の教育活動につきまして、日頃よりご指導、ご協力を賜り厚く御礼申し上げます。このたび

は、委員の就任をご承諾いただきありがとうございました。 

第 1回委員会を下記により開催しますので、各委員の皆様にはご多用のところとは存じますが、ご

出席くださいますようご案内申し上げます。 

記 

1 開催日時  

○○年○月○○日(○曜日)午前 10時から 12時まで 

 

2 会場 

   本校会議室(案内図参照) 

 

3 議題 

  1  事業計画の概要説明 

  2 自己評価結果の説明・審議  

 

4 送付資料その他 

 

 別添資料を送付いたしますのでご覧くださるようお願いします。また、欠席の場合のみ下記までご

連絡ください。 

 

【連絡先】 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

様式・規程例 

様式 10 学校関係者評価【委員会会議録例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(「専修学校における学校評価ガイドライン」に基づく学校評価マニュアル：特定非営利活動法人私立専門学校等評価研究機構より一部改変) 

 

 

(様式) 

会議議事録 

会議名 学校関係者評価委員会(第１回) 

開催日時 2019年○月○日(○曜日)１０：００～１２：００(２ｈ) 

場所 本校 特別会議室 

出席者 ①委員 

○○太郎  ○○花子   

              ・・・・・・(計○名) 

②学校 

 校長、事務局長、教務部長、就職センター長、相談室長 

事務局 

 総務課長 担当職員 (計○名) 

(参加者合計○名) 

議題等 １ 校長挨拶及び趣旨説明 ○○○○校長  

２ 委員及び事務局紹介 事務局 

 

３ 学校関係者評価事業計画の説明(説明者：事務局総務課長) 

事業計画の内容とスケジュール、実施予定内容について、資料 

に基づき説明 

４ 自己評価概要説明 

自己評価項目及び基準、スケジュール、これまでの課題と改善 

点の要約説明 

５ 意見交換 

説明についての質疑応答、評価実施に関する進め方、今後の進 

め方などについて討議 

詳細は、別紙のとおり 

６ その他 

次回の会議日程 ○月○日(○曜日)午後１時３０分～ 

         会場は、後日連絡 

閉 会 

                          以上 

 

別紙 

学校関係者評価委員会(第１回) 主な討議内容 

主要な項目に沿って概要記述 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

様式・規程例 

様式 11 学校関係者評価【評価報告書例】 

 

 

○○年○月○日 

 

○ ○  ○  学校 

校長 ○ ○ ○ ○ 殿 

 

                            学校関係者評価委員会 

                            委員長 ○○ ○○ 

 

 

学校関係者評価委員会報告 

 

 ２０１９年度学校関係者評価について、下記のとおり評価結果を報告します。 

 

記 

 

1 学校関係者評価委員 

 ① ○○○○ (○○株式会社 ○○部長) 

 ② ○○○○ (○○株式会社 ○○技術長) 

 ③ ○○○○ (○○高等学校 ○○部長) 

 ④ ○○○○ (○○株式会社 ○○係長、第○○期卒業生) 

 ⑤ ○○○○ (○○○研究所 ○○研究員) 

 

２ 学校関係者評価委員会の開催状況 

 第１回委員会 ２０１９年  月  日(会場 ○○○学校 会議室) 

 第２回委員会 ２０１９年  月  日(会場 ○○○学校 会議室) 

 第３回委員会 ２０１９年  月  日(会場 ○○○学校 会議室) 

 

３ 学校関係者評価委員会報告 

  別紙：「委員会の評価、意見及び提案」のとおり 

以上  
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

様式・規程例 

別紙：委員会の評価、意見及び提案  

 

Ⅰ 重点目標について 

重点目標①について 

 

重点目標②について 

 

重点目標③について 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

様式・規程例 

  

Ⅱ 各評価項目について 

教育目標について 

 

 

 

 

 

 

教育活動について 

 

 

 

 

 

 

学修成果について 

 

 

 

 

 

 

教育環境について 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

様式・規程例 

 

学生支援について 

 

 

 

 

 

内部質保証について 

 

 

 

 

 

学校運営・財務について 

 

 

 

 

 

社会貢献・地域貢献について 

 

 

 

 

 

国際交流について 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

様式・規程例 

規程例 1 学校評価【学則規定例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(「専修学校における学校評価ガイドライン」に基づく学校評価マニュアル：特定非営利活動法人私立専門学校等評価研究機構より一部改変) 

 

  

 

学則規定 

 

(学校評価) 

第○○条 本校は、その教育の一層の充実を図り、本校の目的及び社会的使命を達成するため、本校

の教育活動その他の学校運営の状況について、自ら点検及び評価(以下「自己評価」という。)を行

い、その結果を公表するものとする。 

 

2 本校は、自己評価結果を踏まえ、本校の関係者等による評価(以下「学校関係者評価」という。)を

行い、その結果を教育活動等に活用するとともに公表するものとする。 

 

3 前２項に定める自己評価及び学校関係者評価の実施並びに結果の公表について必要な事項は、別に

定める。 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

様式・規程例 

規程例 2 学校評価【学校評価規程例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○学校 学校評価実施規程 

 

○○年○月○日制定 

 ○○年○月○日改正 

 

(目 的) 

第１条 この規程は、学則第○○条第 1項に規定する自己評価及び同条第２項に規定する学校関係者

評価の実施並びに結果の公表について、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

(定 義) 

第 2条 この規程において、学校評価とは、学校教育法第 42条及び学校教育法施行規則第 66条に規

定する自己評価並びに同法第 43 条及び同法施行規則第 67 条に規定する学校関係者評価をいう。 

 

(自己評価委員会の設置) 

第 3条 自己評価を適切かつ円滑に行うための組織として、学内に自己評価委員会(以下「委員会」

という。)を置く。 

 

(委員会の所掌事項) 

第 4条 委員会は、自己評価の目的を達成するため、次の事項を所掌する。 

(1)自己評価の基本方針及び実施体制並びに実施方法の制定・改廃に関すること 

(2)自己評価の評価基準項目に関すること 

(3)自己評価報告書の作成に関すること 

(4)自己評価結果に基づく改善策の提案に関すること 

(5)自己評価結果の公表に関すること 

(6)その他自己評価の実施について必要な事項に関すること 

 

(委員の構成) 

第 5条 委員会は校長、○○長及び事務局長並びに校長が指名する委員により構成する。 

2 委員の人数は○○人以内とする。 

3 委員の任期は、2年とする。ただし、委員に欠員が生じた場合の補欠の委員の任期は、前任者の

残存期間とする。 

4 委員は、再任することができる。 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

様式・規程例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(自己評価の実施) 

第 6条 自己評価を実施する時期は、原則として毎年度○月とする。 

2 自己評価は、校長の指揮のもと、第 4 条で定める基本方針、実施体制に基づく責任と役割を教職

員それぞれが十分認識し、誠実に取り組まなければならない。 

 

(委員会運営) 

第 7条 委員会に委員長を置く。 

2 委員長には、校長が就任する。 

3 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

4 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長が指名する委員がその

職務を代理する。 

5 委員会は、委員長が招集する。 

6 委員会は、必要と認める場合に委員以外の者に出席を求めることができる。 

 

(自己評価結果の活用) 

第 8条 教職員は、自己評価結果を活用し、教育活動及び学校運営等の質の保証と向上に継続的に努

めなければならない。 

 

(自己評価結果の報告) 

第 9条 校長は、自己評価結果を理事会に報告しなければならない。 

 

(自己評価結果の公表) 

第 10 条 校長は、理事会の承認を受け、自己評価結果を広く社会に公表しなければならない。 

 

(学校関係者評価委員会) 

第 11 条 学校関係者評価を実施するための組織として、学校関係者評価委員会(以下「関係者委員

会」という。)を置く。 

2 校長は、自己評価の結果を関係者委員会に報告し、意見を聴き、その意見を尊重し、教育活動及

び学校運営に活用しなければならない。 

 

(関係者委員会の構成) 

第 12 条 関係者委員会は、次の掲げる区分から校長が委嘱する委員により構成する。 

 (1)関連業界等関係者 ○名 

 (2)卒業生 ○名 

 (3)教育に関し知見を有する者 ○名 

 (4)その他校長が必要と認める者 ○名 

2 委員の任期は、2年とする。ただし、再任を妨げない。 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

様式・規程例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(「専修学校における学校評価ガイドライン」に基づく学校評価マニュアル：特定非営利活動法人私立専門学校等評価研究機構より一部改変) 

 

 

 

 

 

(関係者委員会の運営) 

第 13 条 関係者委員会に委員の互選による委員長を置く。 

2 関係者委員会は、校長が招集し、委員長がその運営にあたる。 

3 校長が必要と認める場合は、関係者委員会に委員以外の者の出席を求めることができる。 

4 関係者委員会は、委員の過半数が出席しなければ開会することができない。 

5 関係者委員会は、自己評価の進捗状況に応じ次年度の計画策定までの間に○回以上開催しなけれ

ばならない。 

 

(報酬及び費用弁償) 

第 14 条 関係者委員会委員の報酬及び費用弁償については、本校が定める基準により支払う。 

 

(学校関係者評価の評価結果) 

第 15 条 委員長は、関係者委員会による評価結果をまとめ、報告書を作成しなければならない。 

 

(学校関係者評価結果の活用) 

第 16 条 教職員は、学校関係者評価の結果を活用し、教育活動及び学校運営等の質の保証と向上に

継続的に努めなければならない。 

 

(学校関係者評価結果の報告) 

第 17 条 校長は、学校関係者評価結果を理事会に報告しなければならない。 

 

(学校関係者評価結果の公表) 

第 18 条 校長は、学校関係者評価結果について、理事会の承認を受け、公表しなければならない。 

 

(その他) 

第 19 条 本規程に定めるもののほか本校の学校評価に関し必要な事項は、校長が別に定める。 

 

附 則 

この規程は、 ○○年  月  日から施行する。 
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１章 ２章 ３章 ４章 ５章 ６章 

様式・規程例 

規程例 3 学校評価【評価委員守秘義務規程例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(「専修学校における学校評価ガイドライン」に基づく学校評価マニュアル：特定非営利活動法人私立専門学校等評価研究機構より一部改変) 

 

 

 

○○○学校 

学校関係者評価における守秘義務に関する規程 

 

○○年○月○○日制定 

 

第１条 ○○○学校(以下「本校」という。)が実施する学校関係者評価に従事する評価者は、学校関

係者評価の目的及び意義を十分に理解し、本校の学校運営及び教育活動の改善・向上に貢献するこ

とを使命とし、公正誠実に評価活動に従事しなければならない。 

 

第２条 本規程において評価者とは、以下の各号に該当するものをいう。  

(１)学校関係者評価に従事するすべての委員会の委員(本校の教職員を含む) 

(２)事務局業務に携わる教職員 

 

第３条 評価者が評価活動を通じて収集した情報は、学校関係者評価以外の目的に使用してはならな

い。 

 

第４条 評価者は、評価を通して閲覧に供した資料及び訪問調査その他の評価活動を通じて得られた

情報を漏洩してはならない。なお、この守秘義務は、評価活動の終了後も継続するものとする。 

２ 前項の義務は、次の各号については適用されないものとする。 

  (１)評価者が第２条第１項各号の委員等として委嘱されているという事実 

  (２)公表を前提として本校が作成した刊行物その他の資料 

  (３)当該年度の学校関係者評価結果が本校から公表された後における当該年度の学校関係者評価

に従事したすべての評価者の職氏名 

 

第５条 評価者は、本校事務局から送付された学校関係者評価に関する資料のうち未公表の資料及び

本校が指定する資料は、評価活動終了後すみやかに本校事務局に返却しなければならない。 

 

第６条 この規程に定めるもののほか、この規程の施行に必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

 この規程は、○○年○月○日から施行する。 
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【資料】 

参考 学校評価の計画を検討する際の参考資料 

⚫ 学校評価の全体計画を検討するに当たって、本書のほかに以下のような資料もあります。 

必要に応じ参照してください。 

 

名称 概要等 

「専修学校における学校評価ガイドライン」

(文部科学省) 

国のガイドライン。考え方や、自己評価表(例)、評価の基準となる

資料等も掲載。 

http://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/senshuu/1

332632.htm 

「専修学校における学校評価ガイドライン」に

基づく学校評価マニュアル(私立専門学校

等評価研究機構) 

国のガイドラインに基づき、学校評価の実施方法等について、事例

紹介を交え整理。各種様式も豊富(本書でも複数引用)。

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/educatio

n/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/05/30/1348119_0

1.pdf 

専修学校における学校評価運用マニュアル

(大阪府専修学校各種学校連合会) 

国のガイドラインに基づき、実証校における実証事例を掲載。あわ

せて学校評価の質向上策の提言、高校や企業への学校評価ニー

ズ調査等も掲載。 
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/educatio

n/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/05/30/1348119_0

2_1.pdf 

学校関係者評価を活かしたよりよい学校づく

りに向けて(学校関係者評価参照書)(文部

科学省) 

小中学校等における学校関係者評価の参照書。専修学校にも共

通する考え方やヒントを掲載。 
http://www.mri.co.jp/news/press/teigen/001893.ht

ml 

 

※ 上記の他、大学等の第三者評価の評価機関として、「独立行政法人大学評価・学位授与機構」「公益財団

法人大学基準協会」「公益財団法人日本高等教育評価機構」「一般財団法人短期大学基準協会」等があ

り、それぞれ、自己点検・評価報告書の作成要領等を公開しています。 

 

参考 自己評価報告書の構成例 

自己評価結果をとりまとめる際の典型的な報告書構成例が、以下の資料にも掲載されていま

す。 

 

「専修学校における学校評価ガイドライン」(文部科学省)別添３及び別添４ 

http://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/senshuu/1332632.htm 

「専修学校における学校評価ガイドライン」に基づく学校評価マニュアル(P.17)(特定非営利活

動法人 私立専門学校等評価研究機構) 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2014

/05/30/1348119_01.pdf 

http://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/senshuu/1332632.htm
http://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/senshuu/1332632.htm
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/05/30/1348119_01.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/05/30/1348119_01.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/05/30/1348119_01.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/05/30/1348119_02_1.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/05/30/1348119_02_1.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/05/30/1348119_02_1.pdf
http://www.mri.co.jp/news/press/teigen/001893.html
http://www.mri.co.jp/news/press/teigen/001893.html
http://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/senshuu/1332632.htm
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/05/30/1348119_01.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/05/30/1348119_01.pdf
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参考  学校関係者評価委員への委嘱状、推薦依頼書、承諾書の様式例 

学校関係者評価委員への委嘱状、推薦依頼書、承諾書の様式例は以下の資料にも掲載

されています。 

 

「専修学校における学校評価ガイドライン」に基づく学校評価マニュアル(p.58-62)(特定非

営利活動法人 私立専門学校等評価研究機構) 
 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/20
14/05/30/1348119_01.pdf 

 

 

 
■学校評価に関する関連法令 
 

●学校教育法(抄) 

第四十二条 小学校は、文部科学大臣の定めるところにより当該小学校の教育活動その他の学

校運営の状況について評価を行い、その結果に基づき学校運営の改善を図るため必要な措置

を講ずることにより、その教育水準の向上に努めなければならない。 

第四十三条 小学校は、当該小学校に関する保護者及び地域住民その他の関係者の理解を深

めるとともに、これらの者との連携及び協力の推進に資するため、当該小学校の教育活動その

他の学校運営の状況に関する情報を積極的に提供するものとする。 

 

●学校教育法施行規則(抄) 

第六十六条 小学校は、当該小学校の教育活動その他の学校運営の状況について、自ら評価

を行い、その結果を公表するものとする。 

２ 前項の評価を行うに当たつては、小学校は、その実情に応じ、適切な項目を設定して行うもの

とする。 

第六十七条 小学校は、前条第一項の規定による評価の結果を踏まえた当該小学校の児童の

保護者その他の当該小学校の関係者(当該小学校の職員を除く。)による評価を行い、その結

果を公表するよう努めるものとする。 

第六十八条 小学校は、第六十六条第一項の規定による評価の結果及び前条の規定により評

価を行つた場合はその結果を、当該小学校の設置者に報告するものとする。 

 

※これらの規定は、幼稚園、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、専修学校、各種学

校に、それぞれ準用する。[学校教育法第133条、学校教育法施行規則第189条等]

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/05/30/1348119_01.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/05/30/1348119_01.pdf


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●発行元   公益社団法人 全国調理師養成施設協会 

           〒151-0053 東京都渋谷区代々木 2-13-4新中央ビル 3階 

          【TEL】(03)3374-5381  【URL】http://www.jatcc.or.jp 


